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嬉野市地域防災計画（第１編 総則）の修正に係る新旧対照表 
 

1 

頁 修正前 修正後 備考 

6 
第１編 総 則 

第１章 総 則 

第５節 計画の推進 

１ 計画の主な推移 

(12)（追加） 

第１編 総 則 

第１章 総 則 

第５節 計画の推進 

１ 計画の主な推移 

(12) 令和４年度は、防災基本計画（令和４年６月修正版）及び佐賀県地域防災計画（令和４ 

年３月修正版等）との整合を図りつつ、令和４年３月に公表された高潮浸水想定、４年度 

に設置した内水状況監視センサーの設置・閲覧要領及び観光客対策に関する内容等を追加 

した。 

 

 

 

令和4年修正 

内容を追加 

 

19 第３章 嬉野市の概要 

第１節 自然的環境 

第１項 自然的条件 

（位置・地勢）人口２５，３１６人である。（令和３年１２月３１日現在） 

 

第３章 嬉野市の概要 

第１節 自然的環境 

第１項 自然的条件 

（位置・地勢）人口２５，１０９人である。（令和４年１１月３０日） 

 

 

 

 

最新データに

更新 

21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２項 気象 

嬉野市は、夏場の７、８月頃に日平均気温が２５℃を超え、最高気温が３８℃以上になる日もあるが、冬 
の２月前後になると日平均気温は５℃前後や最低気温も氷点下５℃以下となり、夏場と冬場の気温の変化が 
大きい。降水量については、山間部が多い影響で、平均で約２，３００㎜と比較的降水量が多い地域で、梅 
雨、台風襲来期である６月から９月頃には、一日の降雨量が１８０㎜以上に達することがある。特に塩田川 
は、感潮河川であるため、増水時と有明海の満潮との接合時が最も危険である。降霜は、１１月頃より見ら 
れ、晩霜は４月中頃までである。 

 

（１）各年の気象概況 

（２０２１年 追加） 

 

 

 

第２項 気象 

嬉野市は、夏場の７、８月頃に日平均気温が２５℃を超え、最高気温が３８℃以上になる日もあるが、冬 
の２月前後になると日平均気温は５℃前後や最低気温も氷点下５℃以下となり、夏場と冬場の気温の変化が 
大きい。降水量については、山間部が多い影響で、平均で約２，３００㎜と比較的降水量が多い地域で、梅 
雨、台風襲来期である６月から９月頃には、一日の降雨量が１８０㎜以上に達することがある。特に塩田川 
は、感潮河川であるため、増水時と有明海の満潮との接合時が最も危険である。降霜は、１１月頃より見ら 
れ、晩霜は４月中頃までである。 
 

（１）各年の気象概況 

２０２１年 平均気温 １６．２℃ 

 最高気温（日にち） ３６．７℃（8/5） 

 最低気温（日にち ） －５．８℃（1/9） 

 降水量 ２，９５８．５㎜ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2021 年記録を

追加修正 

22 （２）日及び1時間降水量順位（1977～2021） 

 

順位 日降水量順位（日にち） 1時間降水量順位（日にち） 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

439.5(2021/8/14) 

366.0(1990/7/ 2) 

354.0(1980/8/29) 

272.5(2018/7/ 6) 

261.0(1979/6/29) 

84.5(2018/ 7/ 6) 

83.5(2008/ 6/19) 

80.5(2021/ 7/ 2) 

72.0(1990/ 7/ 2) 

70.0(2003/ 8/26) 
 

（２）日及び1時間降水量順位（1977～2022） 

 

順位 日降水量順位（日にち） 1時間降水量順位（日にち） 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

439.5(2021/ 8/14) 

366.0(1990/ 7/ 2) 

354.0(1980/ 8/29) 

272.5(2018/ 7/ 6) 

261.0(1979/ 6/29) 

84.5(2018/ 7/ 6) 

83.5(2008/ 6/19) 

80.5(2021/ 8/14) 

72.0(1990/ 7/ 2) 

70.0(2003/ 8/26) 
 

 

 

最新データに

更新 

 

 

 

 

 

 



嬉野市地域防災計画（第２編 風水害対策）の修正に係る新旧対照表 
 

2 

頁 修正前 修正後 備考 

26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２編 風水害対策 

第１章 総 則  

第２節 これまでの風水害被害 
 

１  大雨 

（２）佐賀県に被害をもたらした主な大雨 

キ ２０２１（令和３）年８月１１日～１９日の大雨（令和３年８月の大雨） 

８月１１日から１９日にかけ、前線が九州付近に停滞し、前線に向かって太平洋高気圧の周辺から暖か

く湿った空気が流れ込んだ影響で、九州北部地方では大気の状態が非常に不安定となり、記録的な大雨と

なった。なお、この不安定な状態は１９日にかけて継続した。 

佐賀県では、８月１１日朝から雨となり、夕方にかけて激しい雨が降り、日降水量が１００ｍｍを超え

たところがあった。また１２日明け方から１９日未明にかけて、局地的に猛烈な雨や非常に激しい雨が降

った。県内では１４日未明から朝にかけて線状降水帯が発生し、「顕著な大雨に関する情報」が発表され

た。なお、１４日午前２時１５分には大雨特別警報が武雄市と嬉野市に発表され、その後、１４市町（多

久市、小城市、大町町、江北町、白石町、鹿島市、佐賀市、鳥栖市、神埼市、吉野ヶ里町、有田市、みや

き町、唐津市、玄海町）に追加及び継続で発表された。１日降水量は、１３日に鳥栖で３３２．５ｍｍ、

１４日に嬉野市で４３９．５ｍｍ、唐津２６４．０ｍｍで観測史上1位の値を更新した。 

この大雨で、８月１１日から１９日２４時までの期間降水量は、嬉野、白石、佐賀では８月の平年の降

水量の４倍、その他多くの観測点でも３倍となった。 

 

（追加） 

本市では、塩田川上流の２つのダムの事前放流による貯留機能強化等の対策と大雨時の有明海の満潮時

期がずれたことにより、塩田川の越水等は回避できたが、支流である入江川、八幡川及び浦田川の内水氾

濫により、床上浸水１１棟、床下浸水２１棟の被害が発生した。また、不動山地区などの山間部では大小

約３００件もの土砂崩れや地すべりが発生し、家屋や茶畑が被害を受けた。しかし、幸いにも人的被害は

皆無であった。 

 

      

 

第２編 風水害対策 

第１章 総 則  

第２節 これまでの風水害被害 
 

１  大雨 

（２）佐賀県に被害をもたらした主な大雨 

キ ２０２１（令和３）年８月１１日～１９日の大雨（令和３年８月の大雨） 

８月１１日から１９日にかけ、前線が九州付近に停滞し、前線に向かって太平洋高気圧の周辺から暖かく

湿った空気が流れ込んだ影響で、九州北部地方では大気の状態が非常に不安定となり、記録的な大雨となっ

た。なお、この不安定な状態は１９日にかけて継続した。 

佐賀県では、８月１１日朝から雨となり、夕方にかけて激しい雨が降り、日降水量が１００ｍｍを超えた

ところがあった。また１２日明け方から１９日未明にかけて、局地的に猛烈な雨や非常に激しい雨が降った。

県内では１４日未明から朝にかけて線状降水帯が発生し、「顕著な大雨に関する情報」が発表された。なお、

１４日午前２時１５分には大雨特別警報が武雄市と嬉野市に発表され、その後、１４市町（多久市、小城市、

大町町、江北町、白石町、鹿島市、佐賀市、鳥栖市、神埼市、吉野ヶ里町、有田市、みやき町、唐津市、玄

海町）に追加及び継続で発表された。１日降水量は、１３日に鳥栖で３３２．５ｍｍ、１４日に嬉野市で４

３９．５ｍｍ、唐津２６４．０ｍｍで観測史上1位の値を更新した。 

この大雨で、８月１１日から１９日２４時までの期間降水量は、嬉野、白石、佐賀では８月の平年の降水

量の４倍、その他多くの観測点でも３倍となった。 

人的被害は軽傷者が４名、住家の被害は、全壊５棟、半壊１，０８４棟、一部破損１９棟、床上浸水２７

０棟、床下浸水２，０４５棟に及んだ。（令和４年２月１６日現在） 

本市では、塩田川上流の２つのダムの事前放流による貯留機能強化等の対策と大雨時の有明海の満潮時期

がずれたことにより、塩田川の越水等は回避できたが、支流である入江川、八幡川及び浦田川の内水氾濫に

より、床上浸水１１棟、床下浸水２１棟の被害が発生した。また、不動山地区などの山間部では大小約３０

０件もの土砂崩れや地すべりが発生し、家屋や茶畑が被害を受けた。しかし、幸いにも人的被害は皆無であ

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去の被

害概要を

充実 
県計画と

の整合 

33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２編 風水害対策 

第１章 総 則  

第４節 追加 

 

 

第２編 風水害対策 

第１章 総 則  

第４節 高潮浸水想定 
 １ 高潮浸水想定の考え方 
    我が国は、三大湾にゼロメートル地帯が存在するなど、高潮による影響を受けやすい国土を有しています。 

昭和３６年の第２室戸台風を最後に、死者１００名を超えるような甚大な高潮災害は発生していません。 
海岸堤防等の施設規模を大幅に上回る津波により甚大な被害が発生した平成２３年の東日本大震災以降、津 

波対策については、比較的発生頻度の高い津波（レベル１津波）に対しては施設の整備による対応を基本とし、 
発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大な被害をもたらす最大クラスの津波（レベル２津波）に対して 
は、なんとしても人命を守るという考え方に基づき、まちづくりや警戒避難体制の確立等を組み合わせた 
多重防御の考え方が導入されています。 

 

 

 

 

 

 

県高潮浸

水想定区

域（有明

沿岸、松

浦沿岸）

公表に伴

う追加 



嬉野市地域防災計画（第２編 風水害対策）の修正に係る新旧対照表 
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頁 修正前 修正後 備考 

33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 こうした津波対策と同様に、洪水・高潮等の外力についても、未だ経験したことのない規模の災害から命 
を守り、社会経済に壊滅的な被害が生じないようにすることが重要であることから、国土交通省において取 
りまとめられた「新たなステージに対応した防災・減災のあり方」（平成２７年１月）の中で、水害、土砂災 
害、火山災害に関する今後の防災・減災対策の検討の方向性として、最大規模の外力を想定して、ソフト対 
策に重点をおいて対応するという考え方が示されています。 
 

    このような背景を踏まえ、平成２７年５月に一部改正された水防法に基づき、有明海・松浦沿岸での高潮 
浸水想定区域図を作成しました。 
 
 作成する高潮浸水想定区域図は、最悪の事態を視野に入れるという考えから、日本に接近した台風のうち 
既往最大の台風を基本とするだけでなく、台風経路も各沿岸で潮位偏差が最大となるよう最悪の事態を想定 
したものとして設定しています。また、河川流量、潮位、堤防の決壊等の諸条件についても、悪条件を想定 
し設定しています。 
 
 なお、設定にあたっては、「高潮浸水想定区域図の手引き Ver2.00」※１（以下、「手引き」と記載）に準 
拠しております。 
 

※１：令和２年６月 農林水産省 農村振興局 整備部 防災課、農林水産省 水産庁 漁港漁場整備部 防災漁村課、国土交通省 水 
管理・国土保全局 河川環境課、国土交通省 水管理・国土保全局 海岸室、国土交通省 港湾局 海岸・防災課 

 
  ２ 留意事項 
   (1) 高潮浸水想定区域図は、水防法に基づき、都道府県知事が高潮による浸水が想定される範囲、浸水した場 

合に想定される水深等を表示した図面です。 

   (2) 高潮浸水想定区域図の作成にあたっては、最悪の事態を想定し、我が国における既往最大規模の台風を基 

本とし、各海岸で潮位偏差（潮位と天文潮の差）が最大となるよう複数の経路を設定して高潮浸水シュミレ 

ーションを実施し、その結果を重ね合わせ、最大の浸水深が示されるようにしております。 

     (3) 最大クラスの高潮は、現在の科学的知見を基に、過去に実際に発生した台風や高潮から設定したものであ 

り、これよりも大きな高潮が発生しないというものではありません。 

     (4) 最大クラスの高潮を引き起こす台風の中心気圧としては、我が国で既往最大規模の室戸台風（昭和９年） 

を想定しています。なお、この規模の中心気圧を持つ台風が来襲する確率は、三大湾（東京湾、大阪湾、伊 

勢湾）で見ると５００年から数千年に一度と想定されています。 

(5) 浸水域や浸水深は、局所的な地面の凹凸や建築物の影響のほか、前提とした各種条件を超える事象により、 

浸水域外でも浸水が発生したり、浸水深がさらに大きくなったりする場合があります。 

(6) 地下につながっている段階、エレベーター、換気口等が、浸水区域に存在する場合、地下空間が浸水する 

恐れがあります。 

(7) 地盤高が朔望平均満潮位より低い地域については、堤防等が被災を受けた場合、高潮が収束した後でも、 

日々の干満によって、浸水が発生する可能性があります。 

(8) 確実な避難のためには、気象庁が事前に発表する台風情報（気象庁は日本列島に大きな影響を及ぼす台風が接

近している時には、２４時間先までの３時間刻みの予報等を発表しています。）や、市町村で作成されるハザード

マップ等を活用してください。 

(9) 台風が来襲する前に避難を完了し、高潮警報や避難勧告が解除されるまでは、避難を継続する必要があり 

ます。 

(10) 今後、数値の精査や表記の改善等により、修正の可能性があります。 

 
 

 

県高潮浸

水想定区

域（有明

沿岸、松

浦沿岸）

公表に伴

う追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



嬉野市地域防災計画（第２編 風水害対策）の修正に係る新旧対照表 
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頁 修正前 修正後 備考 

35 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 高潮浸水想定区域図（浸水区域・浸水深、想定最大規模）（資料提供：佐賀県） 

 

 

県高潮浸

水想定区

域（有明

沿岸、松

浦沿岸）

公表に伴

う追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



嬉野市地域防災計画（第２編 風水害対策）の修正に係る新旧対照表 
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頁 修正前 修正後 備考 

36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 高潮浸水想定区域図（浸水継続時間）（資料提供：佐賀県） 

 

 

県高潮浸

水想定区

域（有明

沿岸、松

浦沿岸）

公表に伴

う追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



嬉野市地域防災計画（第２編 風水害対策）の修正に係る新旧対照表 
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頁 修正前 修正後 備考 

41 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 災害予防対策計画 

第１節 安全・安心なまちづくり 

第１項 市域保全施設の整備 

１ 地盤災害防止施設等の整備 

(5) 土砂災害ソフト対策 

ウ 土砂災害警戒区域（土石流、地すべり、急傾斜地崩壊）等の周知 

(ｱ) 市が作成する防災マップに、努めて最新の各地区の災害種別（土石流、地滑り、急傾斜地崩壊）危 

険箇所を色別に見える化し、市民に周知の容易化を図る。 

(ｲ) 県内の土砂災害警戒区域等（嬉野市）の指定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 土砂災害警戒区域 
うち土砂災害 

特別警戒区域 

土石流 328 286 

急傾斜地の崩壊 751 724 

地すべり 41 0 

計 1,120 1,010 

第２章 災害予防対策計画 

第１節 安全・安心なまちづくり 

第１項 市域保全施設の整備 

１ 地盤災害防止施設等の整備 

(5) 土砂災害ソフト対策 

ウ 土砂災害警戒区域（土石流、地すべり、急傾斜地崩壊）等の周知 

(ｱ) 市が作成する防災マップに、努めて最新の各地区の災害種別（土石流、地滑り、急傾斜地崩壊）危 

険箇所を色別に見える化し、市民に周知の容易化を図る。 

(ｲ) 県内の土砂災害警戒区域等（嬉野市）の指定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 土砂災害警戒区域 
うち土砂災害 

特別警戒区域 

土石流 328 286 

急傾斜地の崩壊 751 724 

地すべり 42 0 

計 1,121 1,010 

 

 

 

 

 

嬉野市内

土砂災害

警戒区域

件数の増

加を更新 

42 

～ 

56 

 

１ 地盤災害防止施設等の整備 

(5) 土砂災害ソフト対策 

ウ 土砂災害警戒区域（土石流、地すべり、急傾斜地崩壊）等の周知 

 (ｳ) 土砂災害警戒区域等の指定状況及び細部の場所は、以下の表に示すとおりですが、佐賀県公式ホー 

ムページからも確認することができる。 

土砂災害警戒区域等の指定状況等 

番号 町名 大字 箇所番号 区域名 

該当区分 

公示番号 公示日 特別 

警戒区域 
警戒区域 

1 塩田町 谷所 K-442Ⅰ-047_3 三ヶ崎-3 ○ ○ 佐賀県告示第355 号 2015.08.04 

2 塩田町 谷所 K-442Ⅰ-047_2 三ヶ崎-2 ○ ○ 佐賀県告示第355 号 2015.08.04 

3 塩田町 谷所 K-442Ⅰ-047_1 三ヶ崎-1 ○ ○ 佐賀県告示第355 号 2015.08.04 

4 塩田町 谷所 K-442Ⅰ-048_2 新村-2 ○ ○ 佐賀県告示第355 号 2015.08.04 

 

～ 

 

1117 嬉野町 吉田 D-443Ⅱ-058 上西川内川2 ○ ○ 佐賀県告示第367 号 2014.09.12 

1118 嬉野町 吉田 D-443Ⅱ-059 下西川内川3 ○ ○ 佐賀県告示第367 号 2014.09.12 

1119 嬉野町 吉田 D-443Ⅱ-060 下西川内川4 ○ ○ 佐賀県告示第367 号 2014.09.12 

1120 嬉野町 吉田 D-443Ⅲ-003 吉野川   ○ 佐賀県告示第86 号 2013.03.15 

1121 （追加） 
 

１ 地盤災害防止施設等の整備 

(5) 土砂災害ソフト対策 

ウ 土砂災害警戒区域（土石流、地すべり、急傾斜地崩壊）等の周知 

 (ｳ) 土砂災害警戒区域等の指定状況及び細部の場所は、以下の表に示すとおりですが、佐賀県公式ホー 

ムページからも確認することができる。 

土砂災害警戒区域等の指定状況等 

番号 町名 大字 箇所番号 区域名 

該当区分 

公示番号 公示日 特別 

警戒区域 
警戒区域 

1 塩田町 谷所 K-442Ⅰ-047_3 三ヶ崎-3 ○ ○ 佐賀県告示第355 号 2015.08.04 

2 塩田町 谷所 K-442Ⅰ-047_2 三ヶ崎-2 ○ ○ 佐賀県告示第355 号 2015.08.04 

3 塩田町 谷所 K-442Ⅰ-047_1 三ヶ崎-1 ○ ○ 佐賀県告示第355 号 2015.08.04 

4 塩田町 谷所 K-442Ⅰ-048_2 新村-2 ○ ○ 佐賀県告示第355 号 2015.08.04 

 

～ 

 

1117 嬉野町 吉田 D-443Ⅱ-058 上西川内川2 ○ ○ 佐賀県告示第367 号 2014.09.12 

1118 嬉野町 吉田 D-443Ⅱ-059 下西川内川3 ○ ○ 佐賀県告示第367 号 2014.09.12 

1119 嬉野町 吉田 D-443Ⅱ-060 下西川内川4 ○ ○ 佐賀県告示第367 号 2014.09.12 

1120 嬉野町 吉田 D-443Ⅲ-003 吉野川   ○ 佐賀県告示第86 号 2013.03.15 

1121 嬉野町 吉田 JN-443-008 春日   ○ 佐賀県告示第135 号 2021.04.16 
 

 

 

 

 

 

 

 

嬉野市内

土砂災害

警戒区域

件数の増

加を更新 
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頁 修正前 修正後 備考 

59 第１節 安全・安心なまちづくり 
第１項 市域保全施設の整備 

１ 地盤災害防止施設等の整備 

(9) （追加）  

第１節 安全・安心なまちづくり 
第１項 市域保全施設の整備 

１ 地盤災害防止施設等の整備 

(9) 盛土による災害の防止に向けた指導及び支援 

 ア 国〔国土交通省、農林水産省、林野庁〕は、盛土による災害防止に向けた総点 

検を踏まえ、県等が行う人家・公共施設等に被害を及ぼすおそれのある盛土に対 

する安全性把握のための詳細調査、及び崩落の危険が確認された盛土に対する撤 

去、擁壁設置等の対策を支援するものとする。 

 イ 国〔環境省〕は、盛土による災害防止に向けた総点検を踏まえ、県等が行う人 

家・公共施設等に被害を及ぼすおそれがある盛土のうち、産業廃棄物の不法投棄 

等の可能性がある盛土に関する詳細調査、及び崩落の危険があり、かつ産業廃棄 

物の不法投棄等が確認された盛土に対する支障除去等の対策を支援するものとす 

る。 

 ウ 市及び県等は、盛土による災害防止に向けた総点検等を踏まえ、危険が確認さ 

れた盛土について、各法令に基づき、速やかに撤去命令等の是正指導を行うもの 

とする。また、県は、当該盛土について、対策が完了するまでの間に、市におい 

て地域防災計画や避難情報の発令基準等の見直しが必要になった場合には、適切 

な助言や支援を行うものとする。 

 

 

 

 

国基本計

画(R4.6)

にて修正 

 

59 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60 

 

第１節 安全・安心なまちづくり 

第１項 市域保全施設の整備 

２  河川、ため池施設の整備 

(1) 河川関係施設の整備 

(2) 浸水想定区域内の洪水予報等の伝達方法及び要配慮者利用施設等の指定 

 市は、浸水想定区域内の指定があったときは、嬉野市地域防災計画において、当該浸水想定区域ごとに、 

洪水予報等の伝達方法、避難場所その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項並び 

に、主として高齢者、障がい者、乳幼児等の要配慮者が利用する配慮者利用施設で洪水時の円滑かつ迅速 

な避難を確保する必要なものまたは大規模工場など（大規模な工場その他社会経済活動に重大な影響が生 

じる施設として市が条例で定める用途及び規模に該当するもの）の所有者又は管理者から申出があった施 

設で洪水時に浸水の防止を図る必要があるものについてこれらの施設の名称及び所在地について定める。 

 市は、本地域防災計画において、当該施設の所有者又は管理者及び自衛水防組織の構成員に対する洪水 

予報等の伝達方法を決めておくものとする。 

 浸水想定区域をその区域に含む市長は、本地域防災計画において定められた洪水予報等の伝達方法、避 

難場所、その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要な事項、並びに浸水想定区域内の要配 

慮施設、大規模工場等の名称及び所在地について住民に周知させるため、これらの事項を記した印刷物の 

配付その他の必要な措置を講じるものとする。 

(3) 下水道施設の整備 

(4) ため池施設の整備 

(5) ダムの貯留機能強化 

(6) 「田んぼダム」の推進 

  
 

 

第１節 安全・安心なまちづくり 
第１項 市域保全施設の整備 

２  河川、ため池施設の整備 

(1) 河川関係施設の整備 

 (2) （移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 下水道施設の整備 

(3) ため池施設の整備 

 (4) ダムの貯留機能強化 

(5) 「田んぼダム」の推進 

 

 

 

 

 

 

県地域防

災計画に

整合 

「第2節

第4項2

（5）」へ

移動 
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頁 修正前 修正後 備考 

63 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 安全・安心なまちづくり 

第３項 ライフライン施設等の機能の確保 

３ 電力施設等の整備 

  (1) （追加） 

 

(1) 九州電力送配電株式会社は、災害対策基本法第39条に基づき定めた「九州電力送配電株式会社防災業 

務計画」により、電力設備の災害予防措置を実施する。 

(2) 電気工作物の巡視、点検、調査等 

ア  九州電力送配電株式会社は、電気工作物を常に法令に定める技術基準に適合するように保持し、 

更に事故の未然防止を図るため、定期的に電気工作物の巡視点検（災害発生のおそれがある場合に 

は特別の巡視）を実施する。 

イ  九州電力送配電株式会社は、自家用需要家を除く一般需要家の電気工作物の調査等を行い、感電 

事故の防止を図るほか、漏電等出火にいたる原因の早期発見とその改修に努める。 

ウ 県、九州電力送配電株式会社は、倒木等により電力供給網に支障が生じることへの対策として、 

地域性を踏まえつつ、災害時の復旧作業の迅速化に向けた相互の連携の拡大に努めるものとする。 

 

第１節 安全・安心なまちづくり 

第３項 ライフライン施設等の機能の確保 

３  電力施設等の整備 

(1) 国〔経済産業省〕は、災害による電柱倒壊に伴う長期停電を防止し、電力を安定供給するため、一般 

送配電事業者における無電柱化の促進を図るものとする。 

(2) 九州電力送配電株式会社は、災害対策基本法第39条に基づき定めた「九州電力送配電株式会社防災 

業務計画」により、電力設備の災害予防措置を実施する。 

(3) 電気工作物の巡視、点検、調査等 

ア  九州電力送配電株式会社は、電気工作物を常に法令に定める技術基準に適合するように保持し、 

更に事故の未然防止を図るため、定期的に電気工作物の巡視点検（災害発生のおそれがある場合に 

は特別の巡視）を実施する。 

イ  九州電力送配電株式会社は、自家用需要家を除く一般需要家の電気工作物の調査等を行い、感電 

事故の防止を図るほか、漏電等出火にいたる原因の早期発見とその改修に努める。 

ウ 県、九州電力送配電株式会社は、倒木等により電力供給網に支障が生じることへの対策として、 

地域性を踏まえつつ、災害時の復旧作業の迅速化に向けた相互の連携の拡大に努めるものとする。 

 

 

 

 

国基本計

画(R4.6

版)にて

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

66 
第２編 風水害対策 

第２章 災害予防対策計画 

第２節 災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
第１項  情報の収集、連絡・伝達及び応急体制の整備等 

 

１  情報の収集、連絡・伝達体制の整備 

(1) 関係機関相互の連絡体制の整備 

市、県及び各防災関係機関は、それぞれの機関及び機関相互間において情報の収集・連絡 

体制の整備を図るとともに、その際の役割・責任等の明確化に努め、夜間、休日の場合等 

においても対応できる体制の整備を図る。 

 （追加） 

また、情報の共有化を図るため、各機関が横断的に共有すべき防災情報の形式を標準化し、 

共通のシステムに集約できるよう努める。 

なお、県及び市町は、災害対策本部に意見聴取・連絡調整等のため、関係機関等の出席 

を求めることができる仕組みの構築に努める。 

（追加） 

 

  

第２編 風水害対策 

第２章 災害予防対策計画 

第２節 災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
第１項  情報の収集、連絡・伝達及び応急体制の整備等 

 

   １  情報の収集、連絡・伝達体制の整備 

(1) 関係機関相互の連絡体制の整備 

ア 市、県及び各防災関係機関は、それぞれの機関及び機関相互間において情報の収集・ 

連絡体制の整備を図るとともに、その際の役割・責任等の明確化に努め、夜間、休日の 

場合等においても対応できる体制の整備を図る。 

国〔内閣府等〕、公共機関及び地方公共団体は、情報の共有化を図るため、各機関が横 

断的に共有すべき防災情報を、共通のシステム（総合防災情報システム及びＳＩ４Ｄ（基 

盤的防災情報流通ネットワーク：Shared Information Platform for Disaster Managem 

ent））に集約できるよう努めるものとする。また、国〔内閣府等〕は、これらのシステ 

ムの役割やあり方を整理の上、防災情報の集約、地図情報への加工、災害対応機関への 

提供等を可能とする新たなシステムの構築を含め、防災情報のデータ連携のための環境 

整備を図るものとする。 

なお、県及び市町は、災害対策本部に意見聴取・連絡調整等のため、関係機関等の出 

席を求めることができる仕組みの構築に努める。 

イ 県は、発災時に安否不明者（行方不明者となる疑いのある者）の氏名等の公表や安否 

情報の収集・精査等を行う場合に備え、市等と連携の上、あらかじめ一連の手続等につ 

いて整理し、明確にしておくよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
国基本計

画 (R4.6)

にて修正 
 

 

 

 

 

 

国基本計

画 (R4.6)

にて修正 
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75 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

77 

第２章 災害予防対策計画 

第２節 災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
第２項  防災活動体制の整備 

１ 非常参集体制の整備 

(4) 人材の育成・確保 

   （追加） 

 

 

 

市及び県、ライフライン事業者は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興のため、災害対応経 

験者をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保し、即応できる体制の整備に努めるも 

のとする。また、市及び県は、退職者（自衛隊等の国の機関の退職者も含む。）の活用や、民間の人 

材の任期付き雇用等の人材確保策をあらかじめ整えるように努めるものとする。 

５ 道の駅防災拠点の整備 

市は、防災機能を有する道の駅を整備し、（追加）地域の防災拠点として位置づけ、その機能強化に努める。 

第２章 災害予防対策計画 

第２節 災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
第２項  防災活動体制の整備 

１ 非常参集体制の整備 

(4) 人材の育成・確保 

市、県及び各防災機関は、応急対策全般への対応力を高めるため、研修制度・内容の充実、大学の防災に関 

する講座等との連携、専門家（風水害においては気象防災アドバイザー等）の知見の活用等により、人材の育 

成を図るとともに、緊急時に外部の専門家等・支援を活用できるような仕組みを平時等から構築することに努 

めるものとする。 

市及び県、ライフライン事業者は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興のため、災害対応経 

験者をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保し、即応できる体制の整備に努めるも 

のとする。また、市及び県は、退職者（自衛隊等の国の機関の退職者も含む。）の活用や、民間の人材 

の任期付き雇用等の人材確保策をあらかじめ整えるように努めるものとする。 

５ 道の駅「うれしの まるく」の防災拠点としての整備 

市は、防災機能を有する道の駅を整備し、広域的な地域の防災拠点として位置づけ、その機能強化に努める。 

 

 
国基本計

画 (R4.6)

にて修正 
 
 
 
 
 
道の駅「う

れしのま

るく」の明

文化、表現

の適正化 

78 第２節 災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
第３項  相互の連携体制、広域防災体制の強化 

３  保健医療分野の受援体制 

県は、保健医療分野において、保健医療活動総合調整のために厚生労働省が定めた他都道府 

県職員等から構成される災害時健康危機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ）等の受援体制を整備す 

る。 

また、県は、災害時の福祉支援体制の整備のため、災害派遣福祉チーム（ＤＣＡＴ）等の整 

備に努めるものとする。 

第２節 災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
第３項  相互の連携体制、広域防災体制の強化 

３  保健医療分野の受援体制 

県は、保健医療分野において、保健医療活動総合調整のために厚生労働省が定めた他都道府 

県職員等から構成される災害時健康危機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ）等の受援体制を整備す 

る。 

また、県は、災害時の福祉支援体制の整備のため、災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）等の整 

備に努めるものとする。 

 

 

 

県地域防

災計画

(R4.3)に

整合 

 

84 第２節 災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
第４項  災害の拡大防止と二次災害及び応急復旧活動 

２ 浸水想定区域の公表 

  (5) （移動） 

 

第２節 災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
第４項  災害の拡大防止と二次災害及び応急復旧活動 

２ 浸水想定区域の公表 

(5) 浸水想定区域内の洪水予報等の伝達方法及び要配慮者利用施設等の指定 

  市は、浸水想定区域内の指定があったときは、嬉野市地域防災計画において当該浸水想定区域ごとに、 

洪水予報等の伝達方法、避難場所その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項並 

びに、主として高齢者、障がい者、乳幼児等の要配慮者が利用する配慮者利用施設で洪水時の円滑かつ 

迅速な避難を確保する必要なものまたは大規模工場など（大規模な工場その他社会経済活動に重大な影 

響が生じる施設として市が条例で定める用途及び規模に該当するもの）の所有者又は管理者から申出が 

あった施設で洪水時に浸水の防止を図る必要があるものについてこれらの施設の名称及び所在地につい 

て定める。 

  市は、本地域防災計画において、当該施設の所有者又は管理者及び自衛水防組織の構成員に対する洪 

水予報等の伝達方法を決めておくものとする。 

  浸水想定区域をその区域に含む市長は、本地域防災計画において定められた洪水予報等の伝達方法、 

避難場所、その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要な事項、並びに浸水想定区域内の 

要配慮施設、大規模工場等の名称及び所在地について住民に周知させるため、これらの事項を記した印 

刷物の配付その他の必要な措置を講じるものとする。 

 

 

 

 

 

 

県地域防

災 計 画

(R4.3) に

整合 

「第１節

２河川、た

め池施設

の整備」か

らの移動 
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85 

 
第２章 災害予防対策計画 

第２節 災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
第４項  災害の拡大防止と二次災害及び応急復旧活動 

５ 迅速かつ円滑な応急復旧体制の確立 

  （追加） 

 

 

 

 

 

 

市は、平常時から国、他の地方公共団体等関係機関や、企業等との間で協定を締結するなど、連携強化 

を進めることにより、災害発生時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるように努めるもの 

とし、協定締結などの連携強化に当たっては、訓練等を通じて、災害時の連絡先、要請手続き 

等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。また、民間事業者に委託可能な災害対 

策に係る業務（被災情報の整理、支援物資の管理・輸送等）については、あらかじめ民間事業者との間で 

協定を締結しておく、輸送拠点として活用可能な民間事業者の管理する施設を把握しておくなど、民間事 

業者のノウハウや能力等を活用するものとする。（以下略） 

第２章 災害予防対策計画 

第２節 災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
第４項  災害の拡大防止と二次災害及び応急復旧活動 

５ 迅速かつ円滑な応急復旧体制の確立 

国〔内閣府〕は、「防災×テクノロジー官民連携プラットフォーム」等の取組を通じて、地方公共団体 

等のニーズと民間企業等が持つ先進技術とのマッチング支援等を行うことにより、地方公共団体等の災害 

対応における先進技術の導入を促進するものとする。 

国〔国土交通省等〕、地方公共団体等の防災関係機関は、他の関係機関と連携の上、災害時に発生する 

状況を予め想定し、各機関が実施する災害対応を時系列で整理した防災行動計画（タイムライン）を作成 

するよう努めるものとする。また、災害対応の検証等を踏まえ、必要に応じて同計画の見直しを行うとと 

もに、平時から訓練や研修等を実施し、同計画の効果的な運用に努めるものとする。 

市は、平常時から国、他の地方公共団体等関係機関や、企業等との間で協定を締結するなど、連携強化 

を進めることにより、災害発生時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるように努めるもの 

とし、協定締結などの連携強化に当たっては、訓練等を通じて、災害時の連絡先、要請手続き 

等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。また、民間事業者に委託可能な災害対 

策に係る業務（被災情報の整理、支援物資の管理・輸送等）については、あらかじめ民間事業者との間で 

協定を締結しておく、輸送拠点として活用可能な民間事業者の管理する施設を把握しておくなど、民間事 

業者のノウハウや能力等を活用するものとする。（以下略） 

 
 
 
 
 
国基本計

画 (R4.6)

にて修正 
 

88 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
第６項  緊急輸送活動 

１  緊急輸送ネットワークの形成及び輸送機能の強化 

（1） 輸送拠点の指定（県指定） 

被災地外からの救援物資の受入れ、一時保管、積み替え・配送等の輸送拠点として、次の地区が指 

定されている。 

        ≪輸送拠点≫ 

ＳＡＧＡサンライズパーク 佐賀市 

唐津市文化体育館 唐津市 

佐賀競馬場 鳥栖市 

伊万里市国見台公園（国見体育館） 伊万里市 

全天候型屋内多目的広場「みゆきドーム」 嬉野市 
 

第２節 災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
第６項  緊急輸送活動 

１  緊急輸送ネットワークの形成及び輸送機能の強化 

（1） 輸送拠点の指定（県指定） 

被災地外からの救援物資の受入れ、一時保管、積み替え・配送等の輸送拠点として、次の地区が指 

定されている。 

        ≪輸送拠点≫ 

ＳＡＧＡサンライズパーク 佐賀市 

唐津市文化体育館 唐津市 

佐賀競馬場 鳥栖市 

伊万里市国見台公園（国見体育館） 伊万里市 

全天候型屋内多目的広場「朝日Ｉ＆Ｒドーム」 嬉野市 
 

 

 

 

 

 

名称変更

に伴う修

正 
 

89 第２節 災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
第７項 避難収容活動 

１  避難計画 

(1) 全庁をあげた体制の構築 

（2）避難指示等の判断・伝達マニュアルの作成 

市は、避難指示等の迅速・的確な判断をするために、国が策定した「避難指示等に関するガイドラ 

    イン（平成31年3月）」に沿って、洪水、豪雨、土砂災害等の災害事象の特性、収集できる情報を基に、 

    避難すべき区域や判断基準を明確にしたマニュアルの整備を図る。また、定めた基準に基づき適正な 

運用を行うとともに、判断基準について随時見直すものとする。 （以下略） 

第２節 災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
第７項 避難収容活動 

１  避難計画 

(1) 全庁をあげた体制の構築 

（2）避難指示等の判断・伝達マニュアルの作成 

市は、避難指示等の迅速・的確な判断をするために、国が策定した「避難情報等に関するガイドラ 

イン（令和3年5月）」に沿って、洪水、豪雨、土砂災害等の災害事象の特性、収集できる情報を基に、 

避難すべき区域や判断基準を明確にしたマニュアルの整備を図る。また、定めた基準に基づき適正な 

運用を行うとともに、判断基準について随時見直すものとする。 （以下略） 

 
 
 
国基本計

画(R4.6)

にて修正 
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94 

（3）指定緊急避難場所及び指定避難所 

種類 災害別 公 共 施 設 名 行政区 
収容人員 

管 理 者 感染症対策 
有 無 

指・緊 水土風 嬉野市文化センター 温泉２区 ９７ ３８９ 市 長 
指・緊 水風 不動ふれあい体育館 中不動 ４８ １９３ 市 長 
指・緊 水土風 嬉野市中央体育館 温泉２区 １５１ ６０５ 市 長 
指・緊 水土風 うれしの市民センター 温泉２区 ２６ １０５ 館 長 
指・緊 水土風 嬉野市嬉野老人福祉ｾﾝﾀ  ー 湯野田 ２５ １００ 会 長 
指・緊 水土風 嬉野市吉田公民館 真上吉田 ２５ １００ 館 長 
指・緊 水土風 嬉野小学校 温泉２区 １２１ ４８５ 学校長 
指・緊 水土風 轟小学校 下岩屋１区 ９０ ３６０ 学校長 
指・緊 水土風 吉田小学校 真上吉田 １１１ ４４３ 学校長 
指・緊 水土風 大草野小学校 式浪 ７１ ２８４ 学校長 
指・緊 水土風 大野原小中学校 大野原 ５１ ２０２ 学校長 
指・緊 水土風 嬉野中学校 下宿 １３４ ５３９ 学校長 
指・緊 水土風 吉田中学校 真上吉田 ７２ ２８９ 学校長 
緊 水土風 みゆき記念館 下宿 １７ ７０ 市 長 
緊 水土風 みゆきクラブハウス 下宿 １０ ４０ 市 長 
緊 水土風 みゆき球場室内 下宿 １２ ５０ 市 長 
緊 水土風 みゆきドーム 下宿 １２５ ５００ 市 長 

指・緊 水土風 佐賀県立嬉野高等学校（嬉野校舎） 下宿 ２３８ ９５５ 学校長 

計 

風水害の指定避難所：27 ｹ所 

感染症対策無【総数8,061人（塩田町2,352、嬉野町5,709）】 

感染症対策有【総数2,010人（塩田町   586、嬉野町1,424）】 

浸水害指定緊急避難場所：27 ｹ所 

感染症対策無【総数8,061人（塩田町2,352、嬉野町5,709）】 

感染症対策有【総数2,010人（塩田町   586、嬉野町1,424）】 

土砂災害時指定緊急避難場所：29 ｹ所 

感染症対策無【総数8,758人（塩田町3,242、嬉野町5,516）】 

感染症対策有【総数2,184人（塩田町   808、嬉野町1,376）】 

 

（3）指定緊急避難場所及び指定避難所 

種類 災害別 公 共 施 設 名 行政区 
収容人員 

管 理 者 感染症対策 
有 無 

指・緊 水土風 嬉野市文化センター 温泉２区 ９７ ３８９ 市 長 
指・緊 水風 不動ふれあい体育館 中不動 ４８ １９３ 市 長 
指・緊 水土風 嬉野市中央体育館 温泉２区 １５１ ６０５ 市 長 
指・緊 水土風 うれしの市民センター 温泉２区 ２６ １０５ 館 長 
指・緊 水土風 嬉野市嬉野老人福祉ｾﾝﾀ  ー 湯野田 ２５ １００ 会 長 
指・緊 水土風 嬉野市吉田公民館 真上吉田 ２５ １００ 館 長 
指・緊 水土風 嬉野小学校 温泉２区 １２１ ４８５ 学校長 
指・緊 水土風 轟小学校 下岩屋１区 ９０ ３６０ 学校長 
指・緊 水土風 吉田小学校 真上吉田 １１１ ４４３ 学校長 
指・緊 水土風 大草野小学校 式浪 ７１ ２８４ 学校長 
指・緊 水土風 大野原小中学校 大野原 ５１ ２０２ 学校長 
指・緊 水土風 嬉野中学校 下宿 １３４ ５３９ 学校長 
指・緊 水土風 吉田中学校 真上吉田 ７２ ２８９ 学校長 
緊 水土風 みゆき記念館 下宿 １７ ７０ 市 長 
緊 水土風 みゆきクラブハウス 下宿 １０ ４０ 市 長 
緊 水土風 みゆき球場室内 下宿 １２ ５０ 市 長 
緊 水土風 朝日Ｉ＆Ｒドーム 下宿 １２５ ５００ 市 長 

指・緊 水土風 佐賀県立嬉野高等学校（嬉野校舎） 下宿 ２３８ ９５５ 学校長 

計 

風水害の指定避難所：27 ｹ所 

感染症対策無【総数8,061人（塩田町2,352、嬉野町5,709）】 

感染症対策有【総数2,010人（塩田町   586、嬉野町1,424）】 

浸水害指定緊急避難場所：27 ｹ所 

感染症対策無【総数8,061人（塩田町2,352、嬉野町5,709）】 

感染症対策有【総数2,010人（塩田町   586、嬉野町1,424）】 

土砂災害時指定緊急避難場所：29 ｹ所 

感染症対策無【総数8,758人（塩田町3,242、嬉野町5,516）】 

感染症対策有【総数2,184人（塩田町   808、嬉野町1,376）】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称変更

に伴う修

正 

99 第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
第７項  避難収容活動 

３  学校等、病院等、社会福祉施設等の避難計画 

（1） 学校等 

ア  避難計画等の整備 

      学校等の管理者は、風水害時における児童・生徒の安全を確保するため、予め、避難場所、避難路、

誘導責任者、誘導方法等についての避難計画を作成する。 

 

第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
第７項  避難収容活動 

３  保育園、幼稚園、認定こども園、小・中・高等学校及び特別支援学校（以下「学校等」という。）、病院等、 

社会福祉施設等の避難計画 

（1） 学校等 

ア  避難計画等の整備 

      学校等の管理者は、風水害時における幼児・児童・生徒（以下「生徒等」という。）の安全を確保するた 

め、予め、避難場所、避難路、誘導責任者、誘導方法等についての避難計画を作成する。 

 

 

 

言葉の定

義の明確

化 
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102 
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情報に 
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103  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最新の 

情報に 

更新 
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頁 修正前 修正後 備考 

108 第２章 災害予防対策計画 

第２節 災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
第８項  避難行動要支援者対策の強化 

 

５ 社会福祉施設、病院等における要配慮者対策 

 

  ６ （追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ７ （追加） 

 

 

 

 

６ 外国人の安全確保対策 

 

７  避難所の要配慮者対策 

 

８ 福祉避難所との協定 

第２章 災害予防対策計画 

第２節 災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
第８項  避難行動要支援者対策の強化 

 

５ 社会福祉施設、病院等における要配慮者対策 
 

６ 観光客の安全確保対策 

   市は、災害発生時、嬉野温泉旅館組合、観光協会及び商工会と連携して観光客の安全を確保する。この 

際、「防災アプリ（仮称）」等のデジタル技術を積極的に活用し、観光客の所在地の危険度、最寄りの避難所及び 

そこまでの経路等を提供する等、安全を確保するための行動を補佐するように努める。 

  (1) 旅館・ホテル等宿泊客 

    旅行者が旅館・ホテル等に宿泊している時に災害に遭遇した際、市外への避難が困難である場合、現在 

宿泊している施設での避難を基本とする。当該施設での避難が困難又は危険である場合、最寄りの避難所へ 

誘導し、安全を確保する。 

  (2) 日帰り客 

宿泊を伴わない旅行者が市内で災害に遭遇した場合、安全な市外への避難（帰宅）を基本とする。しかし、 

市外への道路及び公共交通機関等が利用不可能である場合、最寄りの避難所へ誘導し、安全を確保する。 

 

 ７ スポーツ合宿（キャンプ）等による市内滞在者の安全確保対策 

観光客同様、宿泊している施設での避難を基本とする。当該施設での避難が困難又は危険である場合、 

最寄りの避難所へ誘導し、安全を確保する。 

 

８ 外国人の安全確保対策 

 

９  避難所の要配慮者対策 

 

１０ 福祉避難所との協定 

 

 

 

 

 

 

観光客の

安全確保

対策を追

加 

 

 

 

 

 

 

 

 

スポーツ

合宿（キャ

ンプ）等に

よる市外

参加者の

安全確保

対策を追

加 

 

121 

 
第２章 災害予防対策計画 

第３節 災害思想・知識の普及 
第１項  防災思想・知識の普及 

２  市民に対する普及啓発、防災学習の推進 

（5） 防災教育等の推進 

学校等は、生徒等の発達段階に応じて、学校教育を通じて防災教育の徹底を図る。 
市は、学校における体系的な防災教育に関する指導内容の整理、防災に関する急財（副教材）の充実、 

防災教育のための指導時間の確保など、防災に関する教育の充実に努めるものとする。 
特に、水害・土砂災害のリスクがある学校においては、避難訓練と合わせた防災教育の実施に努める 

ものとする。 
市は、公民館等の社会教育施設を活用するなど、地域コミュニティにおける多様な主体の関わりの中 

で、防災に関する教育の普及促進を図る。 
（追加） 

第２章 災害予防対策計画 

第３節 防災思想・知識の普及 
第１項  防災思想・知識の普及 

２  市民に対する普及啓発、防災学習の推進 
（5） 防災教育等の推進 

学校等は、生徒等の発達段階に応じて、学校教育を通じて防災教育の徹底を図る。 
市は、学校における体系的な防災教育に関する指導内容の整理、防災に関する急財（副教材）の充実、 

防災教育のための指導時間の確保など、防災に関する教育の充実に努めるものとする。 
特に、水害・土砂災害のリスクがある学校においては、避難訓練と合わせた防災教育の実施に努める 

ものとする。 
市は、公民館等の社会教育施設を活用するなど、地域コミュニティにおける多様な主体の関わりの中 

で、防災に関する教育の普及促進を図る。 
市、県及び国〔消防庁、文部科学省〕は、学校における消防団員等が参画した体験的・実践的な防災 

教育の推進に努めるものとする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

国基本計

画 (R4.6)

にて修正 
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頁 修正前 修正後 備考 

134 第３章 災害応急対策計画 

第１節 活動体制 
１ 災害対策連絡室 

  ２ 災害対策本部（以下「本部」という。） 

区分等 本部等名称 
災害対策事態本部設置

基準及び本部設置目的 

設置場所 

及び 

発令者（長） 

組織の構成 

構成員 

の基準 
主要事務内容 

市
の
体
制 

災害対策準備室 

略 
災害対策連絡室 

災害警戒本部 

災害対策本部 

嬉
野
市
議
会 

嬉 野 市 議 会 

災 害 対 策 

支 援 本 部 

 

＜基準＞ 

災害対策のため対策本

部が設置された場合 

＜目的＞ 

住民や災害対策本部と

連携し、情報収集や救

助活動及び応急措置を

行うため。 

 

＜場所＞ 

市役所市議会内 

 

＜発令者＞ 

市議会議長 

 

◎嬉野市

議会議員 

 

１ 自らの安否及び居所

又は連絡場所を支援本

部に報告し、連絡体制を

確保すること。 

２ 支援本部から情報提

供を受けること及び情報

収集に協力すること 

３ 市内の被災場所又

は、避難所において住

民と連携し、情報収集活

動、救助活動及び応急

活動をすること。 
 

第３章 災害応急対策計画 

第１節 活動体制 
１ 災害対策連絡室 

  ２ 災害対策本部（以下「本部」という。） 

区分等 本部等名称 
災害対策事態本部設置

基準及び本部設置目的 

設置場所 

及び 

発令者（長） 

組織の構成 

構成員 

の基準 
主要事務内容 

市
の
体
制 

災害対策準備室 

略 
災害対策連絡室 

災害警戒本部 

災害対策本部 

嬉
野
市
議
会 

嬉 野 市 議 会 

災 害 対 策 

支 援 本 部 

 

＜基準＞ 

災害対策のため本部が

設置された場合 

＜目的＞ 

住民や本部と連携し、情

報収集活動や救助活動

及び応急措置を行う。 

 

＜場所＞ 

市役所市議会内 

 

＜発令者＞ 

市議会議長 

 

◎嬉野市

議会議員 

 

１ 自らの安否及び居所

又は連絡場所を支援本

部に報告し、連絡体制を

確保すること。 

２ 支援本部から情報提

供を受けること及び情報

収集に協力すること 

３ 市内の被災場所又

は、避難所等において

住民と連携し、情報収集

活動、救助活動及び応

急活動をすること。 
 

 

適切な 

表現に 

修正 

143 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 災害応急対策計画 

第２節 災害発生直前対策 
第２項 避難誘導 

 ２ 適切な避難誘導 

警戒活動の結果、危険と認められる場合には、避難指示等を実施する者は、躊躇せず、時機 

を失することなく、行うものとする。この場合は、避難行動要支援者に十分配慮し、早めに避 

難指示等の情報伝達、避難誘導、安否確認を実施するものとする。（追加） 

 

 

また、危険の切迫性に応じて避難指示等の伝達文の内容を工夫すること、その対象者を明確 

にすること、対象者ごとにとるべき避難行動が分かるように伝達することなどにより、住民の 

積極的な避難行動の喚起に努めるものとする。 

さらに、災害対策本部の置かれる庁舎等において十分な状況把握が行えない場合は、指示等 

を行うための判断を風水害の被災地近くの市が所有する施設において行うなど、適時適切な 

避難誘導に努めるものとする。 

また、市は、避難時の周囲の状況等により避難のために立退きを行うことがかえって危険を 

伴う場合等やむを得ないと市民等自身が判断する場合は、「近隣の安全な場所」への移動又は 

「屋内安全確保」を行うべきことについて、市民等への周知徹底に努めるものとする。 

 

第３章 災害応急対策計画 

第２節 災害発生直前対策 
第２項 避難誘導 

 ２ 適切な避難誘導 

警戒活動の結果、危険と認められる場合には、避難指示等を実施する者は、躊躇せず、時機 

を失することなく、行うものとする。この場合は、避難行動要支援者に十分配慮し、早めに避 

難指示等の情報伝達、避難誘導、安否確認を実施するものとする。さらに市は、避難指示等の 

発令に当たり、必要に応じて気象防災アドバイザー等の専門家の技術的な助言等を活用し、適 

切に判断を行うものとする。 

 また、危険の切迫性に応じて避難指示等の伝達文の内容を工夫すること、その対象者を明確 

にすること、対象者ごとにとるべき避難行動が分かるように伝達することなどにより、住民の 

積極的な避難行動の喚起に努めるものとする。 

さらに、災害対策本部の置かれる庁舎等において十分な状況把握が行えない場合は、指示 

等を行うための判断を風水害の被災地近くの市が所有する施設において行うなど、適時適切な 

避難誘導に努めるものとする。 

また、市は、避難時の周囲の状況等により避難のために立退きを行うことがかえって危険を 

伴う場合等やむを得ないと市民等自身が判断する場合は、「近隣の安全な場所」への移動又は 

「屋内安全確保」を行うべきことについて、市民等への周知徹底に努めるものとする。 

 

 

 

国基本計

画(R4.6)

にて修正 
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頁 修正前 修正後 備考 

145 第３節 災害情報の収集・連絡、報告 
防災関係機関（市）は、風水害時において、応急対策活動を円滑に実施するために必要な災害情報を積極 

的に収集し、また収集した情報を県及び他の防災関係機関に迅速、的確に伝達・連絡するものとする。 
この場合、概括的な情報や地理空間情報も含め多くの情報を効果的な通信手段・機材、情報システムを用 

いて伝達・共有し災害が発生するおそれがある場合は災害の危険性の予測を、発災直後は被害規模の把握を 
早期に行う。被害規模の早期把握を行う。 
（追加） 

第３節 災害情報の収集・連絡、報告 
防災関係機関（市）は、風水害時において、応急対策活動を円滑に実施するために必要な災害情報を積極的に収

集し、また収集した情報を県及び他の防災関係機関に迅速、的確に伝達・連絡するものとする。 
この場合、概括的な情報や地理空間情報も含め多くの情報を効果的な通信手段・機材、情報システムを用いて伝

達・共有し災害が発生するおそれがある場合は災害の危険性の予測を、発災直後は被害規模の把握を早期に行う。 
市は、要救助者の迅速な把握のため、安否不明者についても、関係機関の協力を得て、積極的に情報収集を行う

ものとする。 
県は、要救助者の迅速な把握による救助活動の効率化・円滑化のために必要と認めるときは、市等と連携の上、

安否不明者の氏名等を公表し、その安否情報を収集・精査することにより、速やかな安否不明者の絞込みに努める

ものとする。 
 

 

 

誤字削除 
 

 

 

国基本計

画 (R4.6)

にて修正 
 

146 

～ 

147 

第３節 災害情報の収集・連絡、報告 
第２項  災害情報の収集、共有 

１  災害情報の収集 
（1） 防災関係機関等を活用した情報収集 

ウ  県及び国土交通省九州地方整備局からの情報収集 

       (ｵ) 内水氾濫のおそれのある地域等へ防災カメラやセンサー等を設置し、内水状況の早期把握、実動 

機関との共有及び市民への情報の提供に努める。 

       a (追加) 

 

 

 

    ｂ（追加） 

 

 

第３節 災害情報の収集・連絡、報告 
第２項  災害情報の収集、共有 

１  災害情報の収集 
（1） 防災関係機関等を活用した情報収集 

ウ  県及び国土交通省九州地方整備局からの情報収集 

       (ｵ) 内水氾濫のおそれのある地域等へ防災カメラやセンサー等を設置し、内水状況の早期把握、実動 

機関との共有及び市民への情報の提供に努める。 

      ａ 内水状況監視センサー（水位計）等 

        上記センサーは、令和４年度に嬉野市内に11箇所（令和３年８月大雨の際、内水氾濫が原因 

であると思われる浸水地域10箇所及び塩田川水位把握のため1箇所の合計11箇所）に設置した。 

また、浸水状況把握用にカメラ1台を設置した。 

       ｂ 市民への情報提供要領 

        浸水状況は、佐賀県公式ホームページ（http://www.pref.saga.lg.jp）から確認することが 

できる。閲覧手順は、佐賀県公式ホームページへアクセスし、ホーム＞防災・減災さが＞佐賀 

県防災・緊急マップ＞内水監視から嬉野市を選択する。又は下記のＱＲコードへアクセスする 

ことにより確認することができる。 

 

 

佐賀県防災・緊急マップ（内水監視） 

 

 

 

 

内水状況

監視セン

サー設置

完了に伴

う明記 
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頁 修正前 修正後 備考 

176 第９節 救助活動計画 
第２項  救助活動 

１  消防署及び市 
（3） 拠点等の確保 
   市は、道の駅（追加）等の市有施設等を警察・消防・自衛隊の部隊の展開、宿営、物資搬送 

設備等のための拠点として使用させるなど、救助、救命活動への支援を行うものとする。 
 

第９節 救助活動計画 
第２項  救助活動 

１  消防署及び市 
（3） 拠点等の確保 
   市は、道の駅及び嬉野温泉駅周辺施設等の市有施設等を警察・消防・自衛隊の部隊の展開、宿営、物資搬送 

設備等のための拠点として使用させるなど、救助、救命活動への支援を行うものとする。 
 

 

 

適正な表

現に修正 

181 第10節  保健医療活動計画 
第１項  保健医療活動 

６  被災者の心のケア 

被災のショックや長期間強いられることになる避難生活のストレス等は、心身の健康に多大な影響を及ぼ 

す。 

被災後の混乱状況下においては、被災市民に適切なメンタルヘルスケアを提供する必要がある。 

このため、市保健センターが中心となり、保健福祉事務所と連携して、県精神保健福祉センター及び公的・

民間医療機関及び佐賀県看護協会の協力によるメンタルヘルスケアを実施する。この場合、必要に応じて巡回

相談チームを編成し、被災市民に対する相談体制の確立に努める。 

第10節  保健医療活動計画 
第１項  保健医療活動 

６  被災者の心のケア 

被災のショックや長期間強いられることになる避難生活のストレス等は、心身の健康に多大な影響を及ぼす。 

被災後の混乱状況下においては、被災市民に適切なメンタルヘルスケアを提供する必要がある。 

このため、健康づくり課が中心となり、保健福祉事務所と連携して、県精神保健福祉センター及び公的・民間 

医療機関及び佐賀県看護協会の協力によるメンタルヘルスケアを実施する。この場合、必要に応じて巡回相談チ 

ームを編成し、被災市民に対する相談体制の確立に努める。 

 

 

適切な表

現に修正 

197 

 
第１４節  避難計画 
第５項  指定緊急避難場所の設置・指定避難所の開放・開設運営 

２  指定避難所の運営管理等 

(5) 食物アレルギーの防止等の食料に関する配慮 

（追加） 

 

食物アレルギーの避難者が食料や食事を安心して食べることができるように、食事の原材料表示に務 

める。また、避難者自身からアレルギーを起こす原因食メントの品の情報提供を受けられるような配慮 

に努めるものとする。 

 

第１４節  避難計画 
第５項  指定緊急避難場所の設置・指定避難所の開放・開設運営 

２  指定避難所の運営管理等 

(5) 食物アレルギーの防止等の食料に関する配慮 

市等の地方公共団体は、避難所における食物アレルギーを有する者のニーズの把握やアセス実施、食 

物アレルギーに配慮した食料の確保等に努めるものとする。 

食物アレルギーの避難者が食料や食事を安心して食べることができるように、食事の原材料表示に務 

める。また、避難者自身からアレルギーを起こす原因食メントの品の情報提供を受けられるような配慮 

に努めるものとする。 

 

 
 
国基本計

画 (R4.6)

にて修正 
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頁 修正前 修正後 備考 

210 
第17節  食料、飲料水及び生活必需品等の供給計画 

第３項  生活必需品等の供給計画 
３  調達した生活必需品等の集積場所 

市は、供給作業の効率を図るため、業者又は県から調達した生活必需品等を、予め定めている場所に一

旦集積し、ここを拠点として被災者に供給するように努める。 

県は、同様に、業者又は他の市町村あるいは九州・山口の県から調達した生活必需品等を、次のうちか

ら適当な場所に一旦集積し、ここを拠点として市町に供給する。 

 

      ≪県が指定する輸送拠点≫ 

ＳＡＧＡサンライズパーク 佐 賀 市 

唐津市文化体育館 唐 津 市 

佐賀競馬場 鳥 栖 市 

伊万里市国見台公園（国見台体育館） 伊万里市 

全天候型多目的広場「みゆきドーム」 嬉野市 
 

第17節  食料、飲料水及び生活必需品等の供給計画 

第３項  生活必需品等の供給計画 
３  調達した生活必需品等の集積場所 

市は、供給作業の効率を図るため、業者又は県から調達した生活必需品等を、予め定めている場所に一旦

集積し、ここを拠点として被災者に供給するように努める。 

県は、同様に、業者又は他の市町村あるいは九州・山口の県から調達した生活必需品等を、次のうちから

適当な場所に一旦集積し、ここを拠点として市町に供給する。 

 

      ≪県が指定する輸送拠点≫ 

ＳＡＧＡサンライズパーク 佐 賀 市 

唐津市文化体育館 唐 津 市 

佐賀競馬場 鳥 栖 市 

伊万里市国見台公園（国見台体育館） 伊万里市 

全天候型多目的広場「朝日I＆Ｒドーム」 嬉野市 
 

 
 
名称変更

に伴う修

正 
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頁 修正前 修正後 備考 

217 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第19節  文教対策計画 

 

市内にある保育園、幼稚園、認定こども園及び小中高等学校（以下「学校等」という。）及び設置者は、風水害

時における生徒等の安全を確保するとともに、学校施設の応急復旧、応急教育の円滑な実施を図り、学校教育の

早期回復に努める。 
 

第１項  生徒等の安全確保措置 

 

１  臨時休校等の措置 

学校等は、風水害の発生時又は発生のおそれがあるときは、生徒等の安全確保のため、状況に応じ

て臨時休校等の措置を行うものとする。 

 

２  登下校での措置 

学校等は、風水害の発生又は発生のおそれがあるときは、危険区域の（追加）把握を行ったうえ（追

加）通学経路の変更、集団登下校等の措置を行う。 

 

３  応急救助及び手当 

        学校等は、風水害の発生により学校内の生徒等が負傷したときは、応急救助及び手当ての措置を行う。 

 

 

第２項  学校施設の応急復旧 

 

１  被害状況の把握、連絡 

公立の学校等は、風水害発生後、学校施設の被災程度及び被害金額等の状況を調査するものとし、

必要に応じて市に協力を求め、二次災害の防止のため砂防ボランティア等による点検を実施する。 

公立の学校等は、その点検結果を市に対し連絡する。連絡を受けた市は、県に対し、速やかにその内容

を連絡する。 

私立の学校等も同様に学校施設の被災状況を調査、二次災害の危険度判定を実施する。その結果につ

いては、設置者へ連絡するとともに市及びその他必要な機関に対し連絡する。 

 

２  応急復旧 

市、県は、公立の（追加）学校等から連絡を受けた被災状況を検討のうえ、学校運営に著しく支障

となる場合及び被害の拡大が予測される場合は、早急に、被災した公立の学校施設の応急復旧を行う。 

私立の学校等の設置者等も同様に被災した学校施設の応急復旧に努める。 

 

 

第３項  応急教育の実施 

 

学校等並びに市、県、私立の学校等の（追加）設置者等は、風水害により学校施設が被災した場合又

は避難所として被災者が避難してきた場合にも、次により応急教育を実施する。避難者を収容していて

も、できるだけ早く（追加）授業再開ができるよう努める。 

 

 

 

第19節  文教対策計画 

 

市内にある学校等及び設置者は、風水害時における生徒等の安全を確保するとともに、学校等施設の応急復旧、

応急保育又は応急教育（以下「応急教育等」という。）の円滑な実施を図り、保育・学校教育の早期回復に努める。 
 

 

第１項  生徒等の安全確保措置 

 

１  臨時休業等の措置 

学校等は、風水害の発生時又は発生のおそれがあるときは、生徒等の安全確保のため、状況に応じて臨

時休校業等の措置を行うものとする。 

 

２  登下校に関する措置 

学校等は、風水害の発生又は発生のおそれがあるときは、危険区域の状況把握を行ったうえ登校等の可

否を検討し、可能と判断した場合は、通学経路の変更、集団登下校等の措置を行う。 

 

３  応急救助及び手当 

        学校等は、風水害の発生により学校等内の生徒等が負傷したときは、応急救助及び手当ての措置を行う。 

 

 

第２項  学校等施設の応急復旧 

 

１  被害状況の把握、報告 

公立の学校等は、風水害発生後、学校施設の被災程度及び被害金額等の状況を調査するものとし、必要

に応じて市に協力を求め、二次災害の防止のため砂防ボランティア等による点検を実施する。 

公立の学校等は、その点検結果を市に対し報告する。報告を受けた市は、県に対し、速やかにその内容を

連絡する。 

私立の学校等も同様に学校等施設の被災状況を調査、二次災害の危険度判定を実施する。その結果につ

いては、設置者等へ報告するとともに市及びその他必要な機関に対し連絡する。 

 

２  応急復旧 

（削除）公立の学校等の設置者は、学校等から報告を受けた被災状況を検討のうえ、学校運営に著しく

支障となる場合及び被害の拡大が予測される場合は、早急に、被災した学校等施設の応急復旧を行う。 

私立の学校等の設置者も同様に被災した学校等施設の応急復旧に努める。 

 

 

第３項  応急教育等の実施 

 

学校等（追加）及び設置者は、風水害により学校等施設が被災した場合又は避難所として被災者が避難

してきた場合であっても、次により応急教育等を実施する。避難者を収容している場合でも、できるだけ

早く保育又は授業再開ができるよう努める。 

 

 

 

 
 
適切な 
表現に 
修正 
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頁 修正前 修正後 備考 

217 

～ 

218 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

219 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  応急教育の実施場所 

第１順位 地域内の小・中学校及び高等学校 

第２順位 地域内の幼稚園、公民館、集会場等の公共施設 

第３順位 地域外の学校又は公民館等の公共施設 

第４順位 応急仮校舎の建設 

 

２  応急教育の方法 

(1) 生徒等、保護者、教職員、学校施設等（設備を含む。）及び通学路の被害状況を把握する。 

(2) 教職員を動員し、授業再開に努める。 

(3) 応急教育の開始時期及び方法を、生徒等及び保護者に周知徹底する。 

(4) 生徒等を一度に受け入れることができない場合は、二部授業又は他の施設を利用した分散授業の

実施に努める。 

(5) 生徒等の在校時及び登下校時の安全の確保に努める。 

 

３  教職員の確保 

市、県及び私立の学校等の設置者等は、風水害による教職員の人的被害が大きく、教育の実施に支

障がある場合は、学校間の教職員の応援を図るとともに、非常勤講師等の任用等により教職員の確保

に努める。 

 

４  学用品の調達、給与 

(1) 教科書 

ア  県は、被災のため補給を要する教科書については、災害救助法に基づく給与であると否とを問わ

ず教科書名、被害冊数等を学校ごとに調査し、県全体分をまとめ、補給を要すると認められる教科

書の冊数等を教科書特約供給所に指示する。 

また、このことを文部科学省に対し、報告する。 

イ  災害救助法に基づく教科書の給与は、住家の被害により教科書をそう失又はき損し、就学上支障

のある小学校児童及び中学校生徒（特別支援学校の小学部児童及び中学部生徒を含む） （追加）

に対して行うものであり、生徒の学習に支障を生じないよう迅速に行う。 

(2) 教科書以外の学用品等 

災害救助法が適用された地域で、住家の被害により学用品をそう失又はき損し、就学上支障のあ

る小学校児童及び中学校生徒（特別支援学校の小学部児童及び中学部生徒を含む） （追加）に対

して（追加）必要な学用品を支給する。 

（支給の対象となる学用品） 

ア  教材 

当該小・中学校において有効適切なものとして使用されている教科書以外の教材（準教科書、

ワークブック等）で教育委員会に届け出又は承認を受けているもの。 

イ  ～ ウ（略） 

 

５  給食 

学校等は、学校給食用物資の補給に支障がある場合は、市又は県、私立の学校等の設置者等と連絡を

取り、必要な措置を講じる。 

給食センターが避難者炊き出し用に利用される場合は、調整を円滑に行い、給食の実施に努める。 

 

１  応急教育等の実施場所 

第１順位 地域内の小・中学校及び高等学校 

第２順位 地域内の幼稚園、公民館、集会場等の公共施設 

第３順位 地域外の学校又は公民館等の公共施設 

第４順位 応急仮校舎の建設 

 

２  応急教育等の方法 

(1) 生徒等、保護者、教職員、学校等施設等（設備を含む。）及び通学路の被害状況を把握する。 

(2) 教職員を動員し、保育又は授業の再開に努める。 

(3) 応急教育等の開始時期及び方法を、生徒等及び保護者に周知徹底する。 

(4) 生徒等を一度に受け入れることができない場合は、二部授業又は他の施設を利用した分散保育又は授

業の実施に努める。 

(5) 生徒等の在校時及び登下校時の安全の確保に努める。 

 

３  教職員の確保 

（削除）設置者は、風水害による教職員の人的被害が大きく、教育の実施に支障がある場合は、学校間

の教職員の応援を図るとともに、非常勤講師等の任用等により教職員の確保に努める。 

 

 

４  学用品の調達、給与 

(1) 教科書 

ア  県は、被災のため補給を要する教科書については、災害救助法に基づく給与であると否とを問わず

教科書名、被害冊数等を学校ごとに調査し、県全体分をまとめ、補給を要すると認められる教科書の

冊数等を教科書特約供給所に指示する。 

また、このことを文部科学省に対し、報告する。 

イ  災害救助法に基づく教科書の給与は、住家の被害により教科書をそう失又はき損し、就学上支障の

ある（削除）義務教育諸学校の児童・生徒に対して行うものであり、当該児童・生徒等の学習に支障

を生じないよう迅速に行う。 

(2) 教科書以外の学用品等 

災害救助法が適用された地域で、住家の被害により学用品をそう失又はき損し、就学上支障のある（削

除）義務教育諸学校の児童・生徒に対しては市が、高等学校（定時制及び通信制課程並びに特別支援学

校高等部を含む）の生徒に対しては県が、それぞれ必要な学用品を支給する。 

（支給の対象となる学用品） 

ア  教材 

当該校において有効適切なものとして使用されている教科書以外の教材（準教科書、ワークブッ

ク等）で教育委員会に届け出又は承認を受けているもの。 

イ  ～ ウ（略） 

 

５  給食 

学校等は、学校給食用物資の補給に支障がある場合は、設置者と連絡を取り、必要な措置を講じる。 

給食センターが避難者炊き出し用に利用される場合は、調整を円滑に行い、給食の実施に努める。 

 

 
 
適切な 
表現に 
修正 
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220 第５項  避難所となる場合の対応 

 

公立の学校等は、市から要請があった場合、土砂災害等に対する学校施設の安全性を確認したうえで、

避難所を開設し、学校の防災組織体制の役割分担により予め指定された職員が、地域市民等の避難収容

をはじめとした避難所運営を支援する。 

収容場所の開設順序としては、体育館→特別教室→普通教室の順序で収容を行う。 

避難所を開設した場合は、速やかに開設・収容等の状況を、市とともに、市教育委員会又は県教育委

員会へ報告する。 

 

第５項  避難所となる場合の対応 

 

公立の学校等は、市から要請があった場合、土砂災害等に対する学校施設の安全性を確認したうえで、

避難所を開設し、学校の防災組織体制の役割分担により予め指定された職員が、地域市民等の避難収容を

はじめとした避難所運営を支援する。 

収容場所の開設順序としては、体育館→特別教室→普通教室の順序で収容を行う。 

避難所を開設した場合は、速やかに開設・収容等の状況を、市とともに、市立学校は市教育委員会へ、

県立学校は県教育委員会へ併せて報告する。 

 

 
 
適切な 
表現に 
修正 

231 

 
第３章 災害応急対策計画 

第２５節 （追加） 

 

第３章 災害応急対策計画 

第２５節 観光客対策 

   

  市は、災害発生時、観光協会、商工会及び嬉野温泉旅館組合と連携して観光客の安全を確保する。この際、「防災ア

プリ（仮称）」等のデジタル技術を積極的に活用し、観光客の所在地の危険度、最寄りの避難所及びそこまでの経路等

を提供する等、地形に不慣れな観光客の安全を確保するための行動を補佐するように努める。 

   

    １ 旅館・ホテル等宿泊客 

      旅行者が旅館・ホテル等に宿泊している時に災害に遭遇した際、市外への避難が困難である場合、 

現在宿泊している施設での避難を基本とする。しかし、当該施設での避難が困難又は危険である場合は、 

最寄りの避難所へ誘導し、安全を確保する。 

   

    ２ 日帰り客 

      宿泊を伴わない旅行者が市内で災害に遭遇した場合、安全な市外への避難（帰宅）を基本とする。 

しかし、市外への道路及び公共交通機関等が利用不可能である場合、最寄りの避難所へ誘導し、安全を確 

保する。 

 

    ３ デジタル技術を活用した避難誘導等の追及 

      県外者が多く集まる観光地では、災害発生時の混乱により観光客を「誰一人残らず」安全な場所へ誘 

導することが困難である。そのため、「防災アプリ（仮称）」等のデジタル技術を積極的に取り入れて、 

観光客の所在地の危険度、最寄りの避難所及びそこまでの経路等をＡＩ技術により自動的に提供する等地形に 

不慣れな観光客の安全を確保するための行動を補佐するように努める。 

 
 
観光客の

安全確保

対策を追

加 
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232 第２６節 （追加） 

 

第２６節 スポーツ合宿（キャンプ）参加者対策 

 

市では、プロスポーツ選手のキャンプ及び学生等の合宿等を受け入れていることから、市内滞在中の災害発生 
時には、関係者との連携により安全を確保する。この際、「防災アプリ（仮称）」等のデジタル技術を積極的に活 

用し、合宿（キャンプ）参加者の所在地の危険度、最寄りの避難所及びそこまでの経路等を提供する等、地形に 

不慣れな合宿（キャンプ）参加者の安全を確保するための行動を補佐するように努める。 

 
    １ 屋外で災害に遭遇した場合 
      災害の状況により、屋外の安全な場所に一時避難した後、宿泊施設に避難することを基本とする。 
 
    ２ 宿泊施設で災害に遭遇した場合 
      合宿（キャンプ）参加者が旅館・ホテル等に宿泊している時に災害に遭遇した際、市外への避難が困 

難である場合、現在宿泊している施設での避難を基本とする。しかし、当該施設での避難が困難又は危 

険である場合は、最寄りの避難所へ誘導し、安全を確保する。 

 
    ３ デジタル技術を活用した避難誘導等の追及 

      災害発生時の混乱により合宿（キャンプ）参加者を「誰一人残らず」安全な場所へ誘導することが困 

難である。また、運動施設内や屋外においては勤務員（地元民）が近くにいない事も想定されることか 

ら、「防災アプリ（仮称）」等のデジタル技術を積極的に取り入れて、合宿（キャンプ）参加者の所在地 

の危険度、最寄り避難所及びそこまでの経路等をＡＩ技術により自動的に提供する等地形に不慣れな合宿 

（キャンプ）参加者の安全を確保するための行動を補佐するように努める。 

 

 

スポーツ

合宿（キ

ャンプ）

等による

市外参加

者の安全

確保対策

を追加 
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頁 修正前 修正後 備考 

35 

 第３編 地震・津波災害対策 

第２章 地震災害予防対策計画  

第２節 災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
第２項  防災活動体制の整備 

５ 道の駅防災拠点の整備 

 市は、防災機能を有する道の駅を整備し、（追加）地域の防災拠点として位置づけ、その機能強化に努 

める。 

≪主な機能≫ 

○ 備蓄施設 

○ 避難場所としての広場 

○ 情報通信機器 

第３編 地震・津波災害対策 

第２章 地震災害予防対策計画  

第２節 災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
第２項  防災活動体制の整備 

５ 道の駅「うれしの まるく」の防災拠点としての整備 

 市は、防災機能を有する道の駅を整備し、広域的な地域の防災拠点として位置づけ、その機能強化に 

努める。 

≪主な機能≫ 

○ 備蓄施設 

○ 避難場所としての広場 

○ 情報通信機器 

 

 

道の駅「うれ

しのまるく」

の明文化 

 

適切な表現に

修正 

37 第３項  相互の連帯体制、広域防災体制の強化 

１ ～ ２ （略） 

３ 保健医療分野の受援体制 

県は、保健医療分野においては、保健医療活動総合調整のために厚生労働省が定めた他 

都道府県職員等から構成される災害時健康危機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ）等の受援体制 

を整備する。 

また、県は、災害時の福祉支援体制の整備のため、災害派遣福祉チーム（ＤＣＡＴ）等 

の整備に努めるものとする。 

４  ～ ６ （略） 

 

第３項  相互の連帯体制、広域防災体制の強化 

１ ～ ２ （略） 

３ 保健医療分野の受援体制 

県は、保健医療分野においては、保健医療活動総合調整のために厚生労働省が定めた他 

都道府県職員等から構成される災害時健康危機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ）等の受援体制 

を整備する。 

また、県は、災害時の福祉支援体制の整備のため、災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）等 

の整備に努めるものとする。 

４  ～ ６ （略） 

 

 

 

県地域防災計

画（Ｒ4.3）に

整合 

44 第６項  緊急輸送活動 

１ 緊急輸送ネットワークの形成及び輸送機能の強化 （略） 

(1) 県指定の輸送拠点施設 

≪輸送拠点≫ 

ＳＡＧＡサンライズパーク 佐賀市 

唐津市文化体育館 唐津市 

佐賀競馬場 鳥栖市 

伊万里市国見台公園（国見台体育館） 伊万里市 

全天候型屋内多目的広場「みゆきドーム」 嬉野市 
 

第６項  緊急輸送活動 

１ 緊急輸送ネットワークの形成及び輸送機能の強化 （略） 

(1) 県指定の輸送拠点施設 

≪輸送拠点≫ 

ＳＡＧＡサンライズパーク 佐賀市 

唐津市文化体育館 唐津市 

佐賀競馬場 鳥栖市 

伊万里市国見台公園（国見台体育館） 伊万里市 

全天候型屋内多目的広場「朝日Ｉ＆Ｒドーム」 嬉野市 
 

 
 
名称変更に伴

う修正 
 



嬉野市地域防災計画（第３編 地震・津波災害対策）の修正に係る新旧対照表 
 

24 

頁 修正前 修正後 備考 

50 第７項  避難及び情報提供活動 

 

１  避難計画 （略） 

 

指定避難所等一覧表 

（避難所の種類は、指定避難所を「指」、指定緊急避難場所を「緊」と表示し、災害種別は、浸水害を

「水」、土砂災害を「土」、台風を「風」と表示する。） 

 

≪塩田町≫ 

種類 公 共 施 設 名 行政区 
収容人員 

管 理 者 感染症対策 
有 無 

指・緊 嬉野市文化センター 温泉２区 ９７ ３８９ 市 長 
指・緊 不動ふれあい体育館 中不動 ４８ １９３ 市 長 
指・緊 嬉野市中央体育館 温泉２区 １５１ ６０５ 市 長 
指・緊 うれしの市民センター 温泉２区 ２６ １０５ 館 長 
指・緊 嬉野市嬉野老人福祉ｾﾝﾀ  ー 湯野田 ２５ １００ 会 長 
指・緊 嬉野市吉田公民館 真上吉田 ２５ １００ 館 長 
指・緊 嬉野小学校 温泉２区 １２１ ４８５ 学校長 
指・緊 轟小学校 下岩屋１区 ９０ ３６０ 学校長 
指・緊 吉田小学校 真上吉田 １１０ ４４３ 学校長 
指・緊 大草野小学校 式浪 ７１ ２８４ 学校長 
指・緊 大野原小中学校 大野原 ５０ ２０２ 学校長 
指・緊 嬉野中学校 下宿 １３４ ５３９ 学校長 
指・緊 吉田中学校 真上吉田 ７２ ２８９ 学校長 

指・緊 
佐賀県立嬉野高等学校 
（嬉野校舎） 下宿 ２３８ ９５５ 学校長 

緊 みゆき記念館 下宿 １７ ７０ 市 長 

緊 みゆきクラブハウス 下宿 １０ ４０ 市 長 
緊 みゆき球場内室内 下宿 １２ ５０ 市 長 
緊 みゆき球場 下宿 １２ ５０ 市 長 
緊 みゆきドーム 下宿 １２５ ５００ 市 長 

計 

指定 

避難所

25 ｹ所 

対策有 【総数1,962人（塩田町  704、嬉野町1,258）】 

対策無 【総数7,876人（塩田町2,827、嬉野町5,049）】 

指定 

緊急避難

場所30 ｹ

所 

対策有 【総数2,138人（塩田町  704、嬉野町1,434）】 

対策無 【総数8,586人（塩田町2,827、嬉野町5,759）】 
 

第７項  避難及び情報提供活動 

 

１  避難計画 （略） 

 

指定避難所等一覧表 

（避難所の種類は、指定避難所を「指」、指定緊急避難場所を「緊」と表示し、災害種別は、浸水害を

「水」、土砂災害を「土」、台風を「風」と表示する。） 

 

≪塩田町≫ 

種類 公 共 施 設 名 行政区 
収容人員 

管 理 者 感染症対策 
有 無 

指・緊 嬉野市文化センター 温泉２区 ９７ ３８９ 市 長 
指・緊 不動ふれあい体育館 中不動 ４８ １９３ 市 長 
指・緊 嬉野市中央体育館 温泉２区 １５１ ６０５ 市 長 
指・緊 うれしの市民センター 温泉２区 ２６ １０５ 館 長 
指・緊 嬉野市嬉野老人福祉ｾﾝﾀ  ー 湯野田 ２５ １００ 会 長 
指・緊 嬉野市吉田公民館 真上吉田 ２５ １００ 館 長 
指・緊 嬉野小学校 温泉２区 １２１ ４８５ 学校長 
指・緊 轟小学校 下岩屋１区 ９０ ３６０ 学校長 
指・緊 吉田小学校 真上吉田 １１０ ４４３ 学校長 
指・緊 大草野小学校 式浪 ７１ ２８４ 学校長 
指・緊 大野原小中学校 大野原 ５０ ２０２ 学校長 
指・緊 嬉野中学校 下宿 １３４ ５３９ 学校長 
指・緊 吉田中学校 真上吉田 ７２ ２８９ 学校長 

指・緊 
佐賀県立嬉野高等学校 
（嬉野校舎） 下宿 ２３８ ９５５ 学校長 

緊 みゆき記念館 下宿 １７ ７０ 市 長 

緊 みゆきクラブハウス 下宿 １０ ４０ 市 長 
緊 みゆき球場内室内 下宿 １２ ５０ 市 長 
緊 みゆき球場 下宿 １２ ５０ 市 長 
緊 朝日Ｉ＆Ｒドーム 下宿 １２５ ５００ 市 長 

計 

指定 

避難所

25 ｹ所 

対策有 【総数1,962人（塩田町  704、嬉野町1,258）】 

対策無 【総数7,876人（塩田町2,827、嬉野町5,049）】 

指定 

緊急避難

場所30 ｹ

所 

対策有 【総数2,138人（塩田町  704、嬉野町1,434）】 

対策無 【総数8,586人（塩田町2,827、嬉野町5,759）】 
 

 

 

名称変更に伴

う修正 
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頁 修正前 修正後 備考 

57 第８項  避難行動要支援者対策の強化 （略） 

１ 避難行動要支援者 （略） 

 
 

第８項  避難行動要支援者対策の強化 （略） 

１ 避難行動要支援者 （略） 

 

 

 

最新の 

情報に 

更新 
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頁 修正前 修正後 備考 

58  

 

 

 

最新の 

情報に 

更新 
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頁 修正前 修正後 備考 

63 

～ 

64 

第８項  避難行動要支援者対策の強化 （略） 

 

  ６ （追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ７ （追加） 

 

 

 

６  外国人の安全確保対策 

 

７  避難所の要配慮者対策 

 

８ 福祉避難所との協定 

第８項  避難行動要支援者対策の強化 （略） 

 

６ 観光客の安全確保対策 

    市は、災害発生時、嬉野温泉旅館組合、観光協会及び商工会と連携して観光客の安全を確保する。こ 

の際、「防災アプリ（仮称）」等のデジタル技術を積極的に活用し、観光客の所在地の危険度、最寄りの 

避難所及びそこまでの経路等を提供する等、安全を確保するための行動を補佐するように努める。 

   (1) 旅館・ホテル等宿泊客 

     旅行者が旅館・ホテル等に宿泊している時に災害に遭遇した際、市外への避難が困難である場合、 

現在宿泊している施設での避難を基本とする。当該施設での避難が困難又は危険である場合、最寄り 

の避難所へ誘導し、安全を確保する。 

   (2) 日帰り客 

宿泊を伴わない旅行者が市内で災害に遭遇した場合、安全な市外への避難（帰宅）を基本とする。しかし、 

市外への道路及び公共交通機関等が利用不可能である場合、最寄りの避難所へ誘導し、安全を確保する。 

 

  ７ スポーツ合宿（キャンプ）等による市内滞在者の安全確保対策 

観光客同様、宿泊している施設での避難を基本とする。当該施設での避難が困難又は危険である場 

合、最寄りの避難所へ誘導し、安全を確保する。 

 

８  外国人の安全確保対策 

 

９  避難所の要配慮者対策 

 

１０ 福祉避難所との協定 

 

 

観光客の安全

確保対策を追

加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スポーツ合宿

（キャンプ）等

による市外参

加者の安全確

保対策を追加 

 

87 第３章 災害応急対策計画 

第１節 活動体制 
１ 災害対策連絡室 

  ２ 災害対策本部（以下「本部」という。） 

区

分

等 

本部等名称 

災害対策事態本

部設置基準及び

本部設置目的 

設置場所 

及び 

発令者（長） 

組織の構成 

構成員 

の基準 
主要事務内容 

市
の
体
制 

災害対策準備室 

略 
災害対策連絡室 

災害警戒本部 

災害対策本部 

嬉
野
市
議
会 

嬉 野 市 議 会 

災 害 対 策 

支 援 本 部 

＜基準＞ 

災害対策のため

対策本部が設置さ

れた場合 

＜目的＞ 

住民や災害対策

本部と連携し、情

報収集や救助活

動及び応急措置を

行うため。 

＜場所＞ 

市役所市議

会内 

 

＜発令者＞ 

市議会議長 

◎嬉野市

議会議員 

１ 自らの安否及び居所又は連絡

場所を支援本部に報告し、連絡体

制を確保すること。 

２ 支援本部から情報提供を受け

ること及び情報収集に協力するこ

と 

３ 市内の被災場所又は、避難所

において住民と連携し、情報収集

活動、救助活動及び応急活動をす

ること。 
 

第３章 災害応急対策計画 

第１節 活動体制 
１ 災害対策連絡室 

  ２ 災害対策本部（以下「本部」という。） 

区

分

等 

本部等名称 

災害対策事態本部設

置基準及び本部設置

目的 

設置場所 

及び 

発令者（長） 

組織の構成 

構成員 

の基準 
主要事務内容 

市
の
体
制 

災害対策準備室 

略 
災害対策連絡室 

災害警戒本部 

災害対策本部 

嬉
野
市
議
会 

嬉 野 市 議 会 

災 害 対 策 

支 援 本 部 

＜基準＞ 

災害対策のため本部

が設置された場合 

＜目的＞ 

住民や本部と連携し、

情報収集活動や救助

活動及び応急措置を

行う。 

＜場所＞ 

市役所市議会

内 

 

＜発令者＞ 

市議会議長 

◎嬉野市

議会議員 

１ 自らの安否及び居所又は

連絡場所を支援本部に報告

し、連絡体制を確保すること。 

２ 支援本部から情報提供を

受けること及び情報収集に協

力すること 

３ 市内の被災場所又は、避

難所等において住民と連携

し、情報収集活動、救助活動

及び応急活動をすること。 
 

 

 

適切な表現に

修正 
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頁 修正前 修正後 備考 

131 第９節  救助活動計画 
第２項  救助活動 
１  消防署及び市 
(3) 拠点等の確保 

         市は、道の駅等（追加）の市有施設等を警察・消防・自衛隊の部隊の展開、宿営、物資搬送設備等の 
拠点として使用させるなど、救助・救命活動への支援を行うものとする。 

第９節  救助活動計画 
第２項  救助活動 
１  消防署及び市 
(3) 拠点等の確保 

         市は、道の駅及び嬉野温泉駅周辺施設の市有施設等を警察・消防・自衛隊の部隊の展開、宿営、物 
資搬送設備等の拠点として使用させるなど、救助・救命活動への支援を行うものとする。 

 

 

適切な表現に

修正 

136 第10節  保健医療活動計画 
第１項  保健医療活動 

６  被災者の心のケア 

被災のショックや長期間強いられることになる避難生活のストレス等は、心身の健康に多大な影響を及

ぼす。 

被災後の混乱状況下においては、被災市民に適切なメンタルヘルスケアを提供する必要がある。 

このため、市保健センターが中心となり、保健福祉事務所と連携して、県精神保健福祉センター及び公的・民 

間医療機関及び佐賀県看護協会の協力によるメンタルヘルスケアを実施する。この場合、必要に応じて巡回相談 

チームを編成し、被災市民に対する相談体制の確立に努める。 

第10節  保健医療活動計画 
第１項  保健医療活動 

６  被災者の心のケア 

被災のショックや長期間強いられることになる避難生活のストレス等は、心身の健康に多大な影響を及

ぼす。 

被災後の混乱状況下においては、被災市民に適切なメンタルヘルスケアを提供する必要がある。 

このため、健康づくり課が中心となり、保健福祉事務所と連携して、県精神保健福祉センター及び公的・ 

民間医療機関及び佐賀県看護協会の協力によるメンタルヘルスケアを実施する。この場合、必要に応じて 

巡回相談チームを編成し、被災市民に対する相談体制の確立に努める。 

 

 

適切な表現に

修正 

165 第３章 災害応急対策計画  
第１７節 食料、飲料水及び生活必需品等の供給計画 
第３項  生活必需品等の供給計画 
 

３  調達した生活必需品等の集積場所 （略） 

      ≪輸送拠点≫ 

ＳＡＧＡサンライズパーク 佐 賀 市 

唐津市文化体育館 唐 津 市 

佐賀競馬場 鳥 栖 市 

伊万里市国見台公園（国見台体育館） 伊万里市 

全天候型屋内多目的広場「みゆきドーム」 嬉野市 
 

第３章 災害応急対策計画  
第１７節 食料、飲料水及び生活必需品等の供給計画 
第３項  生活必需品等の供給計画 
 

３  調達した生活必需品等の集積場所 （略） 

      ≪輸送拠点≫ 

ＳＡＧＡサンライズパーク 佐 賀 市 

唐津市文化体育館 唐 津 市 

佐賀競馬場 鳥 栖 市 

伊万里市国見台公園（国見台体育館） 伊万里市 

全天候型屋内多目的広場「朝日Ｉ＆Ｒドーム」 嬉野市 
 

 
 
名称変更に伴

う修正 
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173 

 

 

 

 

 

 

 

第19節  文教対策計画 

 

市内にある保育園、幼稚園、認定こども園及び小中高等学校（以下「学校等」という。）及び設置者は、風

水害時における生徒等の安全を確保するとともに、学校施設の応急復旧、応急教育の円滑な実施を図り、学校

教育の早期回復に努める。 
 

第１項  生徒等の安全確保措置 

 

１  臨時休校等の措置 

学校等は、風水害の発生時又は発生のおそれがあるときは、生徒等の安全確保のため、状況に応

じて臨時休校等の措置を行うものとする。 

 

２  登下校での措置 

学校等は、風水害の発生又は発生のおそれがあるときは、危険区域の（追加）把握を行ったうえ

（追加）通学経路の変更、集団登下校等の措置を行う。 

 

３  応急救助及び手当 

        学校等は、風水害の発生により学校内の生徒等が負傷したときは、応急救助及び手当ての措置を行

う。 

 

第２項  学校施設の応急復旧 

 

１  被害状況の把握、連絡 

公立の学校等は、風水害発生後、学校施設の被災程度及び被害金額等の状況を調査するものとし、

必要に応じて市に協力を求め、二次災害の防止のため砂防ボランティア等による点検を実施する。 

公立の学校等は、その点検結果を市に対し連絡する。連絡を受けた市は、県に対し、速やかにその内

容を連絡する。 

私立の学校等も同様に学校施設の被災状況を調査、二次災害の危険度判定を実施する。その結果に

ついては、設置者へ連絡するとともに市及びその他必要な機関に対し連絡する。 

 

２  応急復旧 

市、県は、公立の（追加）学校等から連絡を受けた被災状況を検討のうえ、学校運営に著しく支

障となる場合及び被害の拡大が予測される場合は、早急に、被災した公立の学校施設の応急復旧を行

う。 

私立の学校等の設置者等も同様に被災した学校施設の応急復旧に努める。 

 

 

第３項  応急教育の実施 

 

学校等並びに市、県、私立の学校等の（追加）設置者等は、風水害により学校施設が被災した場合

又は避難所として被災者が避難してきた場合にも、次により応急教育を実施する。避難者を収容して

いても、できるだけ早く（追加）授業再開ができるよう努める。 

 

 

第19節  文教対策計画 

 

市内にある学校等及び設置者は、風水害時における生徒等の安全を確保するとともに、学校等施設の応急復

旧、応急保育又は応急教育（以下「応急教育等」という。）の円滑な実施を図り、保育・学校教育の早期回復

に努める。 
 

第１項  生徒等の安全確保措置 

 

１  臨時休業等の措置 

学校等は、風水害の発生時又は発生のおそれがあるときは、生徒等の安全確保のため、状況に応

じて臨時休校業等の措置を行うものとする。 

 

２  登下校に関する措置 

学校等は、風水害の発生又は発生のおそれがあるときは、危険区域の状況把握を行ったうえ登校

等の可否を検討し、可能と判断した場合は、通学経路の変更、集団登下校等の措置を行う。 

 

３  応急救助及び手当 

        学校等は、風水害の発生により学校等内の生徒等が負傷したときは、応急救助及び手当ての措置を

行う。 

 

第２項  学校等施設の応急復旧 

 

１  被害状況の把握、報告 

公立の学校等は、風水害発生後、学校施設の被災程度及び被害金額等の状況を調査するものとし、

必要に応じて市に協力を求め、二次災害の防止のため砂防ボランティア等による点検を実施する。 

公立の学校等は、その点検結果を市に対し報告する。報告を受けた市は、県に対し、速やかにその内

容を連絡する。 

私立の学校等も同様に学校等施設の被災状況を調査、二次災害の危険度判定を実施する。その結果

については、設置者等へ報告するとともに市及びその他必要な機関に対し連絡する。 

 

２  応急復旧 

（削除）公立の学校等の設置者は、学校等から報告を受けた被災状況を検討のうえ、学校運営に

著しく支障となる場合及び被害の拡大が予測される場合は、早急に、被災した学校等施設の応急復旧

を行う。 

私立の学校等の設置者も同様に被災した学校等施設の応急復旧に努める。 

 

 

第３項  応急教育等の実施 

 

学校等（追加）及び設置者は、風水害により学校等施設が被災した場合又は避難所として被災者が

避難してきた場合であっても、次により応急教育等を実施する。避難者を収容している場合でも、で

きるだけ早く保育又は授業再開ができるよう努める。 

 

 

 
 
適切な 
表現に 
修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
適切な 
表現に 
修正 
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173 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

174 

 

 

１  応急教育の実施場所 

第１順位 地域内の小・中学校及び高等学校 

第２順位 地域内の幼稚園、公民館、集会場等の公共施設 

第３順位 地域外の学校又は公民館等の公共施設 

第４順位 応急仮校舎の建設 

 

２  応急教育の方法 

(1) 生徒等、保護者、教職員、学校施設等（設備を含む。）及び通学路の被害状況を把握する。 

(2) 教職員を動員し、授業再開に努める。 

(3) 応急教育の開始時期及び方法を、生徒等及び保護者に周知徹底する。 

(4) 生徒等を一度に受け入れることができない場合は、二部授業又は他の施設を利用した分散授業

の実施に努める。 

(5) 生徒等の在校時及び登下校時の安全の確保に努める。 

 

３  教職員の確保 

市、県及び私立の学校等の設置者等は、風水害による教職員の人的被害が大きく、教育の実施に

支障がある場合は、学校間の教職員の応援を図るとともに、非常勤講師等の任用等により教職員の

確保に努める。 

 

４  学用品の調達、給与 

(1) 教科書 

ア  県は、被災のため補給を要する教科書については、災害救助法に基づく給与であると否とを

問わず教科書名、被害冊数等を学校ごとに調査し、県全体分をまとめ、補給を要すると認めら

れる教科書の冊数等を教科書特約供給所に指示する。 

また、このことを文部科学省に対し、報告する。 

イ  災害救助法に基づく教科書の給与は、住家の被害により教科書をそう失又はき損し、就学上

支障のある小学校児童及び中学校生徒（特別支援学校の小学部児童及び中学部生徒を含む） 

（追加）に対して行うものであり、生徒の学習に支障を生じないよう迅速に行う。 

(2) 教科書以外の学用品等 

災害救助法が適用された地域で、住家の被害により学用品をそう失又はき損し、就学上支障の

ある小学校児童及び中学校生徒（特別支援学校の小学部児童及び中学部生徒を含む） （追加）

に対して（追加）必要な学用品を支給する。 

（支給の対象となる学用品） 

ア  教材 

当該小・中学校において有効適切なものとして使用されている教科書以外の教材（準教科書、

ワークブック等）で教育委員会に届け出又は承認を受けているもの。 

イ  ～ ウ（略） 

 

５  給食 

学校等は、学校給食用物資の補給に支障がある場合は、市又は県、私立の学校等の設置者等と連

絡を取り、必要な措置を講じる。 

給食センターが避難者炊き出し用に利用される場合は、調整を円滑に行い、給食の実施に努める。 

 

１  応急教育等の実施場所 

第１順位 地域内の小・中学校及び高等学校 

第２順位 地域内の幼稚園、公民館、集会場等の公共施設 

第３順位 地域外の学校又は公民館等の公共施設 

第４順位 応急仮校舎の建設 

 

２  応急教育等の方法 

(1) 生徒等、保護者、教職員、学校等施設等（設備を含む。）及び通学路の被害状況を把握する。 

(2) 教職員を動員し、保育又は授業の再開に努める。 

(3) 応急教育等の開始時期及び方法を、生徒等及び保護者に周知徹底する。 

(4) 生徒等を一度に受け入れることができない場合は、二部授業又は他の施設を利用した分散保育

又は授業の実施に努める。 

(5) 生徒等の在校時及び登下校時の安全の確保に努める。 

 

３  教職員の確保 

（削除）設置者は、風水害による教職員の人的被害が大きく、教育の実施に支障がある場合は、

学校間の教職員の応援を図るとともに、非常勤講師等の任用等により教職員の確保に努める。 

 

 

４  学用品の調達、給与 

(1) 教科書 

ア  県は、被災のため補給を要する教科書については、災害救助法に基づく給与であると否とを

問わず教科書名、被害冊数等を学校ごとに調査し、県全体分をまとめ、補給を要すると認めら

れる教科書の冊数等を教科書特約供給所に指示する。 

また、このことを文部科学省に対し、報告する。 

イ  災害救助法に基づく教科書の給与は、住家の被害により教科書をそう失又はき損し、就学上

支障のある（削除）義務教育諸学校の児童・生徒に対して行うものであり、当該児童・生徒等

の学習に支障を生じないよう迅速に行う。 

(2) 教科書以外の学用品等 

災害救助法が適用された地域で、住家の被害により学用品をそう失又はき損し、就学上支障の

ある（削除）義務教育諸学校の児童・生徒に対しては市が、高等学校（定時制及び通信制課程並

びに特別支援学校高等部を含む）の生徒に対しては県が、それぞれ必要な学用品を支給する。 

（支給の対象となる学用品） 

ア  教材 

当該校において有効適切なものとして使用されている教科書以外の教材（準教科書、ワーク

ブック等）で教育委員会に届け出又は承認を受けているもの。 

イ  ～ ウ（略） 

 

５  給食 

学校等は、学校給食用物資の補給に支障がある場合は、設置者と連絡を取り、必要な措置を講じ

る。 

給食センターが避難者炊き出し用に利用される場合は、調整を円滑に行い、給食の実施に努める。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
適切な 
表現に 
修正 
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174 

～ 

175 

第５項  避難所となる場合の対応 

 

公立の学校等は、市から要請があった場合、土砂災害等に対する学校施設の安全性を確認したうえ

で、避難所を開設し、学校の防災組織体制の役割分担により予め指定された職員が、地域市民等の避

難収容をはじめとした避難所運営を支援する。 

収容場所の開設順序としては、体育館→特別教室→普通教室の順序で収容を行う。 

避難所を開設した場合は、速やかに開設・収容等の状況を、市とともに、市教育委員会又は県教育

委員会へ報告する。 

 

第５項  避難所となる場合の対応 

 

公立の学校等は、市から要請があった場合、土砂災害等に対する学校施設の安全性を確認したうえ

で、避難所を開設し、学校の防災組織体制の役割分担により予め指定された職員が、地域市民等の避

難収容をはじめとした避難所運営を支援する。 

収容場所の開設順序としては、体育館→特別教室→普通教室の順序で収容を行う。 

避難所を開設した場合は、速やかに開設・収容等の状況を、市とともに、市立学校は市教育委員会

へ、県立学校は県教育委員会へ併せて報告する。 

 

 
 
適切な 
表現に 
修正 

186 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 災害応急対策計画  
第２５節 （追加） 

 

第３章 災害応急対策計画  
第２５節 観光客対策 
     

市は、災害発生時、観光協会、商工会及び嬉野温泉旅館組合と連携して観光客の安全を確保する。この際、「防

災アプリ（仮称）」等のデジタル技術を積極的に活用し、観光客の所在地の危険度、最寄りの避難所及びそこま

での経路等を提供する等、地形に不慣れな観光客の安全を確保するための行動を補佐するように努める。 

   

    １ 旅館・ホテル等宿泊客 

      旅行者が旅館・ホテル等に宿泊している時に災害に遭遇した際、市外への避難が困難である場合、現 

在宿泊している施設での避難を基本とする。しかし、当該施設での避難が困難又は危険である場合は、 

最寄りの避難所へ誘導し、安全を確保する。 

   

    ２ 日帰り客 

      宿泊を伴わない旅行者が市内で災害に遭遇した場合、安全な市外への避難（帰宅）を基本とする。し 

かし、市外への道路及び公共交通機関等が利用不可能である場合、最寄りの避難所へ誘導し、安全を確 

保する。 

 

    ３ デジタル技術を活用した避難誘導等の追及 

      県外者が多く集まる観光地では、災害発生時の混乱により観光客を「誰一人残らず」安全な場所へ誘 

導することが困難である。そのため、「防災アプリ（仮称）」等のデジタル技術を積極的に取り入れて、 

観光客の所在地の危険度、最寄りの避難所及びそこまでの経路等をＡＩ技術により自動的に提供する等 

地形に不慣れな観光客の安全を確保するための行動を補佐するように努める。 

 

 

観光客の安全

確保対策を追

加 
 

 

 

 

 

 

 

 

観光客の安全

確保対策を追

加 
 



嬉野市地域防災計画（第３編 地震・津波災害対策）の修正に係る新旧対照表 
 

32 

頁 修正前 修正後 備考 

187 第26節 （追加） 

 

第26節 スポーツ合宿（キャンプ）参加者対策 
 

市では、プロスポーツ選手のキャンプ及び学生等の合宿等を受け入れていることから、市内滞在中の災害発生 
時には、関係者との連携により安全を確保する。この際、「防災アプリ（仮称）」等のデジタル技術を積極的に活 

用し、合宿（キャンプ）参加者の所在地の危険度、最寄りの避難所及びそこまでの経路等を提供する等、地形に 

不慣れな合宿（キャンプ）参加者の安全を確保するための行動を補佐するように努める。 

 
   １ 屋外で災害に遭遇した場合 
     災害の状況により、屋外の安全な場所に一時避難した後、宿泊施設に避難することを基本とする。 
 
   ２ 宿泊施設で災害に遭遇した場合 
     合宿（キャンプ）参加者が旅館・ホテル等に宿泊している時に災害に遭遇した際、市外への避難が困難 

である場合、現在宿泊している施設での避難を基本とする。しかし、当該施設での避難が困難又は危険で 

ある場合は、最寄りの避難所へ誘導し、安全を確保する。 

 
   ３ デジタル技術を活用した避難誘導等の追及 

     災害発生時の混乱により合宿（キャンプ）参加者を「誰一人残らず」安全な場所へ誘導することが困難 

である。また、運動施設内や屋外においては勤務員（地元民）が近くにいない事も想定されることから、 

「防災アプリ（仮称）」等のデジタル技術を積極的に取り入れて、合宿（キャンプ）参加者の所在地の危険 

度、最寄りの避難所及びそこまでの経路等をＡＩ技術により自動的に提供する等地形に不慣れな合宿（キ 

ャンプ）参加者の安全を確保するための行動を補佐するように努める。 

 

 

 

スポーツ合宿

（キャンプ）

等による市外

参加者の安全

確保対策を追

加 
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第５章 津波災害対策  

第１節 災害予防対策計画 
第１項 津波に強い県土の形成 

 

１ 堤防、河川等の整備等 

海岸管理者及び施行者、河川管理者は、河川堤防等河川管理施設の整備を図るとともに、各施設につい 

ては地震発生後の防御機能の維持のため、耐震診断や補強による耐震性の確保を図り、必要に応じて水 

門等の自動化・遠隔操作化に努める。 

また、津波により海岸保全施設等が被災した場合でも、その復旧を迅速に行うことができるようにあら 

かじめ対策をとるとともに、海岸保全施設等の効果を十分発揮するよう適切に維持管理するものとする。 

老朽化した施設については、長寿命化計画の作成・実施等により、その適切な維持管理に努める。 

（追加） 

 

 

２ 津波に強いまちの形成 

県及び市は、津波による被害のおそれがある地域において新たに構造物、施設等を整備する場合は、 

第５章 津波災害対策  

第１節 災害予防対策計画 
第１項 津波に強い県土の形成 

 

１ 堤防、河川等の整備等 

海岸管理者及び施行者、河川管理者は、河川堤防等河川管理施設の整備を図るとともに、各施設につい 

ては地震発生後の防御機能の維持のため、耐震診断や補強による耐震性の確保を図り、必要に応じて水 

門等の自動化・遠隔操作化に努める。 

また、津波により海岸保全施設等が被災した場合でも、その復旧を迅速に行うことができるようにあら 

かじめ対策をとるとともに、海岸保全施設等の効果を十分発揮するよう適切に維持管理するものとする。 

老朽化した施設については、長寿命化計画の作成・実施等により、その適切な維持管理に努める。 

津波に関する防災教育、訓練、津波からの避難の確保等を効果的に実施するため、津波対策にデジタル 

技術を活用するよう努めるものとする。 

 

２ 津波に強いまちの形成 

県及び市は、津波による被害のおそれがある地域において新たに構造物、施設等を整備する場合は、 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
国 基 本 計 画

(R4.6)にて修

正 
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230 

 

津波に対する安全性を確保するものとする。 

また、浸水の危険性の低い場所を居住地域とするような土地利用計画、できるだけ短時間で避難が可 

能となるような緊急避難場所やそこに通じる避難路等の避難関連施設の都市計画と連携した計画的整備 

や民間施設の活用による確保等により、津波に強いまちの形成を図る。 

市の施設、要配慮者に関わる施設等については、できるだけ浸水の危険性の低い場所に立地するよう 

整備するものとし、やむを得ず浸水の恐れのある場所に立地する場合には、建物の対浪化、非常用電源 

の設置箇所の工夫、情報通信施設の整備や必要な物資の備蓄など施設の防災拠点化を図るとともに、中 

長期的には浸水の危険性のより低い場所への誘導を図るものとする。 

また、県や市の庁舎、消防署及び警察署等災害応急対策上重要な施設の津波対策については、特に万全 

を期する。 

    （追加） 

津波に対する安全性を確保するものとする。 

また、浸水の危険性の低い場所を居住地域とするような土地利用計画、できるだけ短時間で避難が可 

能となるような緊急避難場所やそこに通じる避難路等の避難関連施設の都市計画と連携した計画的整備 

や民間施設の活用による確保等により、津波に強いまちの形成を図る。 

市の施設、要配慮者に関わる施設等については、できるだけ浸水の危険性の低い場所に立地するよう 

整備するものとし、やむを得ず浸水の恐れのある場所に立地する場合には、建物の対浪化、非常用電源 

の設置箇所の工夫、情報通信施設の整備や必要な物資の備蓄など施設の防災拠点化を図るとともに、中 

長期的には浸水の危険性のより低い場所への誘導を図るものとする。 

また、県や市の庁舎、消防署及び警察署等災害応急対策上重要な施設の津波対策については、特に万全 

を期する。 

    国〔国土交通省等〕及び地方公共団地は、地域の特性に応じた避難施設、避難経路等の整備の推進に配慮 

するよう努めるものとする。 

 

 

国 基 本 計 画

(R4.6)にて修

正 
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第３項 避難収容活動 沿岸市町、防災関係機関 

 

１ 避難指示等の判断・伝達マニュアルの作成等 

市は、避難指示等の迅速・的確な判断をするために、国が策定した「避難指示等に関するガイドライ 

ン（平成２９年１月）」に沿って、津波災害の災害事象の特性、収集できる情報を踏まえつつ、避難す 

べき区域や判断基準を明確にしたマニュアルを整備するものとする。また、定めた基準に基づき適正な 

運用を行うとともに、判断基準について随時見直すものとする。 

津波警報等に応じて自動的に避難指示（緊急）等を発令する場合においても、住民等の円滑な避難や 

安全確保の観点から、津波の規模と避難指示等の対象となる地域を住民等に伝えるための体制を確保す 

るものとする。 

第３項 避難収容活動 沿岸市町、防災関係機関 

 

１ 避難指示等の判断・伝達マニュアルの作成等 

市は、避難指示等の迅速・的確な判断をするために、国が策定した「避難情報に関するガイドライン 

（令和３年５月）」に沿って、津波災害の災害事象の特性、収集できる情報を踏まえつつ、避難すべき 

区域や判断基準を明確にしたマニュアルを整備するものとする。また、定めた基準に基づき適正な運用 

を行うとともに、判断基準について随時見直すものとする。 

津波警報等に応じて自動的に避難指示（緊急）等を発令する場合においても、住民等の円滑な避難や安 

全確保の観点から、津波の規模と避難指示等の対象となる地域を住民等に伝えるための体制を確保するも 

のとする。 

 

 
 
国 基 本 計 画

(R4.6)にて修

正 
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240 

 
第２節 災害応急対策計画 
第２項 津波の情報伝達 

地震、津波の発生に伴う被害を最小限に止めるため、県、市町及び防災関係機関は、気象庁が発表す 

る大津波警報・津波警報・津波注意報、地震及び津波に関する情報を、迅速かつ的確に住民等及び他の 

防災関係機関へ伝達する。 

 

第１ 大津波警報・津波警報・津波注意報、津波に関する情報の種類、内容等 

 

     大地震発生時において、気象庁が発表する大津波警報・津波警報津波注意報及び津波に関する情報 

の種類、内容等は次のとおりである。 

 

    １ 大津波警報・津波警報・津波注意報 

      気象庁は、地震が発生した時は地震の規模や位置を即時に推定し、これらをもとに沿岸で予想される 

津波の高さを求め、津波による災害の発生が予想される場合には、地震が発生してから約３分を目標に 

大津波警報、津波警報または津波注意報（以下これらを「津波警報等」という。）を発表する。なお、 

大津波警報については、津波特別警報に位置づけられる。 

      津波警報とともに発表する予想される津波の高さは、通常は５段階の数値で発表する。ただし、地震 

の規模がマグニチュード８を超えるような巨大地震に対しては、精度のよい地震の規模をすぐに求める 

ことができないため、津波警報等発表の時点では、その海域における最大の津波想定等をもとに津波警 

報等を発表する。その場合、最初に発表する大津波警報や津波警報では、予想される津波の高さを「巨 

大」や「高い」という言葉を用いて発表し、非常事態であることを伝える。予想される津波の高さを「巨 

大」などの言葉で発表した場合には、その後、地震の規模が精度良く求められた時点で津波警報等を更 

新し、津波情報では予想される津波の高さも数値で発表する。 

     （追加） 

第２節 災害応急対策計画 
第２項 津波の情報伝達 

地震、津波の発生に伴う被害を最小限に止めるため、県、市町及び防災関係機関は、気象庁が発表す 

る大津波警報・津波警報・津波注意報、地震及び津波に関する情報を、迅速かつ的確に住民等及び他の 

防災関係機関へ伝達する。 

 

第１ 大津波警報・津波警報・津波注意報、津波に関する情報の種類、内容等 

 

     大地震発生時において、気象庁が発表する大津波警報・津波警報津波注意報及び津波に関する情報 

の種類、内容等は次のとおりである。 

 

    １ 大津波警報・津波警報・津波注意報 

      気象庁は、地震が発生した時は地震の規模や位置を即時に推定し、これらをもとに沿岸で予想される 

津波の高さを求め、津波による災害の発生が予想される場合には、地震が発生してから約３分を目標に 

大津波警報、津波警報または津波注意報（以下これらを「津波警報等」という。）を発表する。なお、 

大津波警報については、津波特別警報に位置づけられる。 

      津波警報とともに発表する予想される津波の高さは、通常は５段階の数値で発表する。ただし、地震 

の規模がマグニチュード８を超えるような巨大地震に対しては、精度のよい地震の規模をすぐに求める 

ことができないため、津波警報等発表の時点では、その海域における最大の津波想定等をもとに津波警 

報等を発表する。その場合、最初に発表する大津波警報や津波警報では、予想される津波の高さを「巨 

大」や「高い」という言葉を用いて発表し、非常事態であることを伝える。予想される津波の高さを「巨 

大」などの言葉で発表した場合には、その後、地震の規模が精度良く求められた時点で津波警報等を更 

新し、津波情報では予想される津波の高さも数値で発表する。 

 市は、津波災害に対する住民の警戒避難体制として、津波警報等が発表された場合に直ちに避難指示 

を発令することを基本とし、津波警報等で発表される津波高に応じた発令対象区域を定めるなど、具体

的な避難指示の発令基準を設定するものとする。 

 国〔気象庁〕は、海外で大規模噴火が発生した場合や、大規模噴火後に日本へ津波の伝わる経路上に

ある海外の津波観測点で潮位変化が観測された場合には、日本においても潮位変化が観測される可能性

がある旨を周知するものとする。 

 

 

 

国 基 本 計 画

(R4.6)にて修

正 
 



嬉野市地域防災計画（第４編 原子力災害対策）の修正に係る新旧対照表 
 

35 

頁 修正前 修正後 備考 

269 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章  災害応急対策 
第２節 文教対策計画 

市内にある保育園、幼稚園、認定こども園及び小中高等学校（以下「学校等」という。）（追加）は、原子 
力災害における児童・生徒の安全を確保するとともに、学校施設の復旧、応急教育の円滑な実施を図り、学 
校教育の早期回復に努める。 

 
第１項 生徒等の安全確保措置 
 
 １ 臨時休校等の措置 
   学校等は、原子力災害が発生したときは、生徒等の安全確保のため、状況に応じて臨時休校等の措

置を行うものとする。 
 

２ 屋外活動制限等の措置 
 学校等は、原子力災害の発生に伴い必要となった場合は、校庭・園庭等での屋外活動制限等の措置

をとるものとする。 
 

第２項 学校施設の応急復旧 
 

   １ 被害状況の把握等 
     学校等は、原子力災害発生後、県及び市に対し、学校施設の汚染状況について調査を依頼する。市

は、学校等の依頼に基づき調査し、その結果を学校に連絡するとともに、県へ速やかにその内容を連

絡する。 
 

   ２ 応急復旧 
     市及び県は、学校等やその通学路等の汚染状況を調査し、学校運営に著しく支障となる場合及び汚

染の拡大が予測される場合は、早急に、関係機関と連携し、放射性物質に汚染された物質の除去及び

除染作業に努める。 
 

第３項 応急教育の実施 
       

市、県及び学校等の及び設置者等は、原子力災害により、学校施設が被災した場合又は避難所として

被災者が避難してきた場合にも、次により応急教育を実施する。 
    避難者を収容していても、できるだけ早く授業再開ができるよう努め 

る。 
 
   １ 応急教育の実施場所 
    (1) 第１順位 地域内の小・中学校及び高等学校 
    (2) 第２順位 地域内の幼稚園、公民館、集会場等の公共施設 

(3) 第３順位 地域外の学校又は公民館等の公共施設 
(4) 第４順位 応急仮校舎の建設 

 
 
 
 
 

第３章  災害応急対策 
第２節 文教対策計画 

市内にある（削除）学校等（削除）及び設置者は、原子力災害における生徒等の安全を確保するとともに、 
学校等施設の復旧、応急保育又は応急教育（以下「応急教育等」という。）の円滑な実施を図り、保育・学校 
教育の早期回復に努める。 

 
第１項 生徒等の安全確保措置 
 
 １ 臨時休業等の措置 
   学校等は、原子力災害が発生したときは、生徒等の安全確保のため、状況に応じて臨時休業等の措

置を行うものとする。 
 
２ 屋外活動制限等の措置 
 学校等は、原子力災害の発生に伴い必要となった場合は、校庭・園庭等での屋外活動制限等の措置

をとるものとする。 
 

第２項 学校施設の応急復旧 
 

   １ 被害状況の把握等 
     学校等は、原子力災害発生後、県及び市に対し、学校施設の汚染状況について調査を依頼する。市

は、学校等の依頼に基づき調査し、その結果を学校に連絡するとともに、県へ速やかにその内容を連

絡する。 
 

   ２ 応急復旧 
     市及び県は、学校等やその通学路等の汚染状況を調査し、学校等運営に著しく支障となる場合及び

汚染の拡大が予測される場合は、早急に、関係機関と連携し、放射性物質に汚染された物質の除去及

び除染作業に努める。 
 

第３項 応急教育の実施 
       

学校等設置者は、原子力災害により、学校等施設が被災した場合又は避難所として被災者が避難して

きた場合であっても、次により応急教育等を実施する。 
    避難者を収容している場合も、できるだけ早く保育又は授業再開ができるよう努め 

る。 
 
   １ 応急教育等の実施場所 

第１順位 地域内の小・中学校及び高等学校 

第２順位 地域内の幼稚園、公民館、集会場等の公共施設 

第３順位 地域外の学校又は公民館等の公共施設 

第４順位 応急仮校舎の建設 
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頁 修正前 修正後 備考 

270 

～ 

271 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ２ 応急教育の方法 
(1) 生徒等、保護者、教職員、学校施設等（設備を含む）及び通学路の被害状況 
を把握する。 

(2) 教職員を動員し、授業再開に努める。 
(3) 応急教育の再開時期及び方法を、生徒等及び保護者に周知徹底する。 
(4) 生徒等を一度に受け入れることができない場合は、二部授業又は他の施設を利用した分散授業の

実施に努める。 
(5) 生徒等の在校時及び登下校時の安全確保に努める。 

 
３ 教職員の確保 
 市、県及び私立の学校等の設置者等は、原子力災害による教職員の人的被害が大きく、教育の実施

に支障がある場合は、学校間の教職員の応援を図るとともに、非常勤講師等の任用等による教職員の

確保に努める。 
 

４ 学用品の調達、給与 

(1) 教科書 

ア  県は、被災のため補給を要する教科書については、災害救助法に基づく給与であると否とを問

わず、教科書名、被害冊数等を学校ごとに調査し、県全体分をまとめ、補給を要すると認められ

る教科書の冊数等を教科書特約供給所に指示する。 

また、このことを文部科学省に対し、報告する。 

イ  災害救助法に基づく教科書の給与は、住家の被害により教科書をそう失又はき損し、就学上支

障のある小学校児童及び中学校生徒（特別支援学校の小学部児童及び中学部生徒を含む）に対し

て行うものであり、生徒等の学習に支障を生じないよう迅速に行う。 

 

(2) 教科書以外の学用品 

災害救助法が適用された地域で、住家の被害により学用品をそう失又はき損し、就学上支障のあ

る小学校児童及び中学校生徒（特別支援学校の小学部児童及び中学部生徒を含む）に対して、必要

な学用品を支給する。 

（支給の対象となる学用品） 

ア  教材 

当該小・中学校において有効適切なものとして使用されている教科書以外の教材（準教科書、ワ

ークブック等）で教育委員会に届け出又は承認を受けているもの 

イ  文房具 

ノート、鉛筆、消しゴム、クレヨン、絵具、画筆、画用紙、定規類 

ウ  通学用品 

運動靴、体育着、傘、カバン、長靴類 

 
５ 給食 

学校等は、学校給食用物資の補給に支障がある場合は、市又は県、私立の学校等の設置者等と連絡

を取り、市又は県、私立の学校等の設置者等と連絡をとり、必要な措置を講じる。                           

学校給食センターが避難者炊き出し用に利用される場合は、調整を円滑に行い、給食の実施に努め

る。 

 
６ 保健衛生の確保 

学校等は、市、県と連携し、必要に応じ、学校施設内外の清掃、飲料水の浄化、感染症の予防措置

２ 応急教育等の方法 
(1) 生徒等、保護者、教職員、学校施設等（設備を含む）及び通学路の被害状況 
を把握する。 

(2) 教職員を動員し、保育又は授業の再開に努める。 
(3) 応急教育等の再開時期及び方法を、生徒等及び保護者に周知徹底する。 
(4) 生徒等を一度に受け入れることができない場合は、二部授業又は他の施設を利用した分散保育又

は授業の実施に努める。 
(5) 生徒等の在校時及び登下校時の安全確保に努める。 

 
３ 教職員の確保 
 設置者は、原子力災害による教職員の人的被害が大きく、教育の実施に支障がある場合は、学校間

の教職員の応援を図るとともに、非常勤講師等の任用等による教職員の確保に努める。 
 
 

４ 学用品の調達、給与 

(1) 教科書 

ア  県は、被災のため補給を要する教科書については、災害救助法に基づく給与であると否とを問

わず、教科書名、被害冊数等を学校ごとに調査し、県全体分をまとめ、補給を要すると認められ

る教科書の冊数等を教科書特約供給所に指示する。 

また、このことを文部科学省に対し、報告する。 

イ  災害救助法に基づく教科書の給与は、住家の被害により教科書をそう失又はき損し、就学上支

障のある義務教育諸学校の児童・生徒に対して行うものであり、当該児童・生徒の学習に支障を

生じないよう迅速に行う。 

 

(2) 教科書以外の学用品 

災害救助法が適用された地域で、住家の被害により学用品をそう失又はき損し、就学上支障のあ

る義務教育諸学校の児童・生徒に対しては市が、高等学校（定時制及び通信制課程並びに特別支援

学校高等部を含む）の生徒に対しては県が、それぞれ必要な学用品を支給する。 

（支給の対象となる学用品） 

ア  教材 

当該校において有効適切なものとして使用されている教科書以外の教材（準教科書、ワークブッ

ク等）で教育委員会に届け出又は承認を受けているもの 

イ  文房具 

ノート、鉛筆、消しゴム、クレヨン、絵具、画筆、画用紙、定規類 

ウ  通学用品 

運動靴、体育着、傘、カバン、長靴類 

 
５ 給食 

学校等は、学校給食用物資の補給に支障がある場合は、設置者と連絡を取り、市又は県、私立の学

校等の設置者等と連絡をとり、必要な措置を講じる。                           

学校給食センターが避難者炊き出し用に利用される場合は、調整を円滑に行い、給食の実施に努め

る。 

 
６ 保健衛生の確保 

学校等は、市、県と連携し、必要に応じ、学校等施設内外の清掃、飲料水の浄化、感染症の予防措
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271 

 

 

 

 

 

 

 

等を講じる。 

また、必要に応じ、被災生徒等に対し、健康診断、心の相談を実施し、保健衛生の確保に努める。 

 

 

第４項  被災生徒等への支援（略） 

 

第５項  避難所となる場合の対応 

公立の学校等は、市から要請があった場合、学校施設の安全を確認したうえで、避難所を開設し、学

校の防災組織体制の役割分担により予め指定された職員が、地域市民等の避難収容をはじめとした避難

所運営を支援するものとする。 

収容場所の開設順序としては、体育館→特別教室→普通教室の順序で収容を行う。   

避難所を開設した場合は、速やかに開設・収容等の状況を、市とともに、市教育委員会又は県教育委

員会へ報告する。 

 

置等を講じる。 

また、必要に応じ、被災生徒等に対し、健康診断、心の相談を実施し、保健衛生の確保に努める。 

 

 

第４項  被災生徒等への支援（略） 

 

第５項  避難所となる場合の対応 

公立の学校等は、市から要請があった場合、学校施設の安全を確認したうえで、避難所を開設し、学

校の防災組織体制の役割分担により予め指定された職員が、地域市民等の避難収容をはじめとした避難

所運営を支援するものとする。 

収容場所の開設順序としては、体育館→特別教室→普通教室の順序で収容を行う。   

避難所を開設した場合は、速やかに開設・収容等の状況を、市とともに、市立学校は市教育委員会へ、

又県立学校は県教育委員会へ併せて報告する。 
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頁 修正前 修正後 備考 

2 第５編  その他の災害対策 
第２章  大規模火事災害対策 
第１節  災害予防対策計画 
第１項  火災予防思想の普及等 

１  広報活動 

市及び消防署は、春及び秋の全国火災予防運動等を通じて、次に掲げる手段により、広く市民等への

火災予防思想の普及に努める。 

       (1) ポスターの掲示、チラシ等の配布 

       (2) 学校等を通じた生徒、児童等への啓発 

       (3) 巡回車による広報 

       (4) 広報パレードの実施 

       (5) その他情報提供手段の利用 

 

第５編  その他の災害対策 
第２章  大規模火事災害対策 
第１節  災害予防対策計画 
第１項  火災予防思想の普及等 

１  広報活動 

市及び消防署は、春及び秋の全国火災予防運動等を通じて、次に掲げる手段により、広く市民等への

火災予防思想の普及に努める。 

       (1) ポスターの掲示、チラシ等の配布 

       (2) 学校等を通じた生徒等への啓発 

       (3) 巡回車による広報 

       (4) 広報パレードの実施 

       (5) その他情報提供手段の利用 

 
 

 
 
適切な表現に

修正 

26 第３章  林野火災対策 
第１節  災害予防対策計画 
第１項  予防思想の普及啓発及び失火防止対策の推進 

１ 市民等への予防思想の普及啓発 

          市及び消防署は、空気が乾燥する季節や行楽シーズン等の林野火災が多発する期間において、次に

掲げる手段等により、広く市民等への予防思想の普及啓発に努める。 

       (1) ポスターの掲示、チラシ等の配布 

       (2) 学校等を通じた生徒、児童等への広報 

       (3) 広報車による巡回広報 

       (4) その他の情報提供手段の利用 

           森林の所有者は、自己の所有する山林において伐採事業等を行う者に対して予防思想の普及啓発

に努める。 

 

第３章  林野火災対策 
第１節  災害予防対策計画 
第１項  予防思想の普及啓発及び失火防止対策の推進 

１ 市民等への予防思想の普及啓発 

          市及び消防署は、空気が乾燥する季節や行楽シーズン等の林野火災が多発する期間において、次に

掲げる手段等により、広く市民等への予防思想の普及啓発に努める。 

       (1) ポスターの掲示、チラシ等の配布 

       (2) 学校等を通じた生徒等への広報 

       (3) 広報車による巡回広報 

       (4) その他の情報提供手段の利用 

           森林の所有者は、自己の所有する山林において伐採事業等を行う者に対して予防思想の普及啓発

に努める。 

 

 

 

適切な表現に

修正 


